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１ 日 時

平成２８年１０月５日（水） 午前１０時００分から

午後 ２時５０分まで

２ 場 所

本会議場

３ 出席した委員の氏名

御手洗吉生、河野成司、阿部英仁、吉冨英三郎、井上明夫、古手川正治、嶋幸一、

油布勝秀、衞藤明和、麻生栄作、近藤和義、木田昇、守永信幸、原田孝司、

小嶋秀行、玉田輝義、平岩純子、久原和弘、荒金信生、桑原宏史、森誠一

４ 欠席した委員の氏名

な し

５ 出席した委員外議員の氏名

衛藤博昭、大友栄二、木付親次、藤田正道、戸高賢史、堤栄三

６ 出席した執行部関係の職・氏名

福祉保健部長 草野俊介、商工労働部長 神﨑忠彦 ほか関係者

７ 会議に付した事件の件名

別紙次第のとおり

８ 会議の概要及び結果

第９２号議案平成２７年度大分県一般会計歳入歳出決算の認定について、第９４号

議案平成２７年度大分県母子父子寡婦福祉資金特別会計歳入歳出決算の認定につい

て、第９５号議案平成２７年度大分県中小企業設備導入資金特別会計歳入歳出決算の

認定について及び第９６号議案平成２７年度大分県流通業務団地造成事業特別会計歳

入歳出決算の認定について審査を行った。

詳細については、別紙「会議の概要及び結果」のとおり。

９ その他必要な事項

な し



１０ 担当書記

議事課委員会班 副主幹 大久保博子

議事課委員会班 課長補佐（総括） 井上薫

議事課議事調整班 副主幹 秋本昇二郎

議事課委員会班 主任 木付浩介



決算特別委員会次第

日時：平成２８年１０月５日（水）１０：００～

場所：本会議場

１ 開 会

２ 部局別審査

（１）福祉保健部

①決算説明

②質疑応答

③内部協議

（２）商工労働部

①決算説明

②質疑応答

③内部協議

３ その他

４ 閉 会
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別 紙

会議の概要及び結果

ただいまから、本日の委員会を開きます。河野副委員長

この際、付託された議案を一括議題とし、これより審査に入ります。

本日の審査は、福祉保健部及び商工労働部であります。

これより、福祉保健部関係の審査に入ります。

執行部の説明は、要請した時間の範囲内となるよう要点を簡潔・明瞭にお願いいたしま

す。

それでは、福祉保健部長及び関係課室長の説明を求めます。

まず初めに、平成２６年度決算特別委員会審査報告書に対する措置状草野福祉保健部長

況について説明申し上げます。

お手元の平成２６年度決算特別委員会審査報告書に対する措置状況報告書の３ページを

お開き願います。

福祉保健部関係でご指摘を受けましたのは３件でございまして、うち２件は収入未済額

についてのご指摘です。

まず、児童措置費負担金の収入未済についてご説明申し上げます。

県が児童福祉施設等へ児童を入所措置した場合、児童福祉法により、措置費の全部また

は一部を、本人または扶養義務者の負担能力に応じて児童措置費負担金として徴収してい

ます。

平成２７年度末の収入未済額は約４，７７５万円となっており、前年度に比べ約２０９

万円減少しています。徴収状況については現年度分が４９．９％、過年度分については４．

５％となっており、過年度分の収入未済額の縮減が課題となっております。

収入未済の主な原因は、１つが納入意識の乏しい保護者が多く見られること、２つ目が

保護者の失業等による生活の困窮などとなっています。

こうしたことから、入所措置決定を行う児童相談所において、措置開始時に保護者に対

して納入意識の徹底を図り、新たな滞納の発生防止に努めるとともに、徴収事務を行って

いる市福祉事務所や保健所と児童相談所との間で、保護者の家庭状況等の情報を共有する

ことにより、効果的な徴収が可能となるよう連携強化に取り組んできました。

また、７月、８月、１２月を徴収強化月間とし、文書や電話・家庭訪問による催告等を

集中的に実施するなど、徴収の強化を図ってきたところであります。２８年度においても、

市福祉事務所等とのさらなる連携を図りながら、効果的な納入指導を行い、引き続き収入

未済の解消と新たな発生防止に努めてまいります。

続きまして、４ページをお願いいたします。

母子父子寡婦福祉資金貸付金の収入未済についてでございます。

母子父子寡婦福祉資金貸付金は、母子家庭等の経済的自立と生活意欲の助長を図るとい

う経済的基盤の弱い者に対する福祉施策であり、その償還はおくれがちとなっているとこ

ろですが、多くの方は、期限内の償還が困難な場合でも長期間にわたって完納している状

況です。具体的には、昭和２８年の制度発足以来の償還率は９８．２％となっています。
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償還状況については、現年度分は８４％前後で推移しているものの、過年度分が近年９

％台にとどまっており、過年度分の縮減が課題となっています。

例年、８月と１２月の償還強化月間における長期・大口滞納者を中心とした電話催告や

家庭訪問の集中的な実施に加え、平成２５年１０月から、期限内に納入がなかった場合、

違約金の徴収を行うこと等により、納入指導や償還の意識づけの強化を図っています。

こうした取り組みに加え、２７年度からは、最終納付があった後２年以上経過している

債権等に係る回収を、他の自治体でも実績のある民間の債権回収会社に委託することにし

ました。これにより昨年度は回収困難となっていた債権から１１６万円を回収することが

でき、また今まで連絡をとることができなかった債務者と交渉に入るなど着実に成果を上

げています。さらに、この貸付金債権に特化した研修実績もある弁護士を講師に迎え、納

付相談・交渉による効率的な債権回収の手法の習得を目的とした研修を開催するなど、償

還率の一層の向上を図ることとしています。

このような取り組みにより、収入未済の解消と新たな発生の防止に努めてまいります。

続きまして、１２ページをお願いします。母子家庭等自立促進対策事業についてです。

指摘内容としましては、事業の成果指標である母子家庭等・自立支援センター登録者の

就業件数が目標値１１３件に対して実績値８９件となっているというものです。

母子家庭等就業・自立支援センターでは、就業を希望するひとり親に対し、きめ細かな

就業支援を行ってきましたが、希望職種や勤務条件に合った求人数が多くない状況や利用

者のスキルの点で就業に結びつけることが難しく、目標を達成できなかったところです。

これには課題が３つありまして、１つ目はセンター利用者の増加を図っていくこと、２

つ目はセンター利用者のスキルアップを図っていくこと、３つ目は登録企業の裾野を広げ

ていくことであります。

まず、センター利用者の増加を図るため、今年度大分県母子寡婦福祉連合会のホームペ

ージの改修を行い、利用者の視点に立ったわかりやすいものにすることで、センターの周

知を図ってまいります。

次に、センター利用者のスキルアップを図るため、生活や子育て等個々の家庭の事情や

ニーズに応じた自立支援プログラムを策定し、必要に応じ企業等の採用担当経験者を講師

とした就職セミナーの実施やパソコン講座等、スキルアップにつながる職業訓練講座につ

いての情報提供を行うなど、きめ細かな支援を行ってまいります。

また、登録企業の裾野を広げるため、商工労働部５００社訪問と連携し、新規事業所の

開拓についても積極的に取り組むことにより、就業件数の増加を図ってまいります。

続きまして、お手元の冊子、平成２７年度における主要な施策の成果により、当部の主

要事業の執行状況について説明申し上げます。

まず、３９ページをお開きください。おおいた子育てほっとクーポン活用事業です。

１の現状・課題、目的にありますとおり、この事業は、子育て中の親が子育て支援サー

ビスを知らないために利用できていないことから、子育ての負担、不安が解消されていな

い側面があるため、２の事業内容の活動名及び活動内容にありますとおり、未就学児童を

持つ家庭に、子育て支援サービスに利用できるクーポンを配布する市町村に対し、補助等

を行ったものでございます。

３の事業の成果の右側にありますとおり、クーポンを配布したことにより、子育て支援



- 3 -

サービスの周知が進み、サービスの利用を通じた子育て家庭の負担軽減を図ることができ

ました。

４今後の方向性等は「継続・見直し」であります。２７年度は事業の創設初年度であっ

たため、２７年度出生児の家庭に加え、未就学児童を持つ全家庭を対象に配布しました。

２８年度からは、当該年度に出生した子供を持つ家庭に配布することとしております。

次に、４０ページをお開きください。児童虐待防止対策事業です。

事業の目的にありますとおり、この事業は社会的な支援を必要とする子供や家庭を早期

に発見し、虐待の未然防止を図るために、２の事業内容の活動内容にありますとおり、①

の医療従事者を対象とした子供虐待対応・医学診断ガイドの配布及び研修や③の市町村職

員の児童相談所への実習受け入れ及び市町村への講師・スーパーバイザーの派遣を行った

ものでございます。

３事業の成果でありますが、市町村要保護児童対策地域協議会実務者会議の開催を通じ、

児童相談の一義的な窓口である市町村の相談対応能力が強化されるとともに、児童虐待防

止に向けた県民の機運醸成を図ることができました。

４今後の方向性等は「継続・見直し」です。２８年度以降は、児童相談所実習への市町

村の積極的な参加を勧奨するため、対象者や開催時期、実習内容等の見直しを図っていく

こととしております。

次に、４４ページをお開きください。おおいた出会い応援事業です。

事業の目的にありますとおり、この事業は若い世代の結婚への希望を実現するため、２

事業内容、広域的な出会いの場を提供するとともに、結婚や出産に関する前向きな機運の

醸成等を図ったものです。

３事業の成果につきましては、右側にありますとおり、市町村や民間団体等との情報交

換会において、県外専門家の助言や、県が行ったバスツアーの開催ノウハウ、参加者アン

ケートの結果など、若者の婚活を応援するために必要なノウハウを共有することができま

した。

４今後の方向性等は「継続・見直し」です。２８年度は、九州・山口各県と連携したキ

ャンペーンの展開や、企業間の婚活コーディネーターの配置、地域における婚活を促進す

るためのサポーターの養成などに取り組んでおり、引き続き若者への意識の醸成や、さま

ざまな出会いの場の創出を図ってまいります。

次に、４５ページをごらんください。周産期医療体制推進事業でございます。

結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援の推進に取り組む上で、周産期母子医療セン

ターの医療体制の維持が重要な課題となっております。２事業内容と今後の課題の活動内

容にありますとおり、周産期母子医療センターへの運営費補助や新生児担当医師手当に対

する補助などを行ったものです。また、２７年度については、県立病院に配置している新

生児用救急車、いわゆるカンガルー号の更新を行いました。

３事業の成果については、２６年度に比べ周産期死亡率が高くなっており、課題として

考えております。

４今後の方向性等は「継続・見直し」ですが、大分県周産期医療体制整備計画に基づき

引き続き補助事業を実施するとともに、周産期医療協議会等と連携し、死亡症例の検討を

進めるとともに、医療施設の医療機器等の整備を行うことで、周産期医療提供体制の充実
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強化を図ってまいります。

次に、５７ページをお開きください。市町村認知症施策強化推進事業です。

この事業は、高齢化の進展に伴い、今後さらに増加する認知症高齢者とその家族が住み

なれた地域で安心して生活していくための支援体制整備が必要となっていることから、２

の事業内容の活動内容にありますとおり、認知症施策プロデュース委員会を開催し、幅広

い分野で課題解決に向けた取り組みを検討したほか、国が行う認知症初期集中支援チーム

員研修への専門職の派遣等により、市町村が実施する認知症施策の取り組みを支援したも

のです。

３の事業の成果についてですが、認知症初期集中支援チームとは、認知症が疑われる方

を訪問支援する医療・介護の専門家チームのことです。国の計画では平成３０年度までに

全市町村に認知症初期集中支援チームを設置しなければならないところを、２７年度末時

点で１０市町においてチーム設置を完了しております。

４今後の方向性等は「継続・見直し」ですが、２８年度からは、認知症施策プロデュー

ス委員会に部会を設置し、認知症高齢者の安心・安全につながる見守り体制の充実等を図

ることにより、市町村の認知症施策を引き続き支援し、地域で認知症高齢者を支える体制

整備を推進してまいります。

次に、６１ページをお開きください。障がい者就労環境づくり推進事業です。

この事業は、障がい者雇用率日本一を目指し、２事業内容にありますように、障がい者

雇用アドバイザーが社会福祉法人等を訪問し、障がい者を雇用するための仕事の切り出し

などについて助言を行うとともに、就労継続支援Ａ型事業所の設備整備に必要な費用の一

部を補助するものです。

３事業の成果については、就労継続支援Ａ型事業所１０カ所に補助した結果、１０７人

の定員増加となりました。なお、事業の成果には記述がありませんが、雇用アドバイザー

が１６６法人を訪問し、７１人の雇用につなげております。

４今後の方向性等は「継続・見直し」です。２８年度は雇用アドバイザーの訪問対象を

新たに製造業、小売業、宿泊業等の業種に拡大するとともに、就労継続支援Ａ型事業所の

設置を促進し、障がい者の就労機会の拡大を図ってまいります。

次に、６５ページをお開き願います。生活困窮者自立支援事業です。

この事業は、生活保護に至る前の生活困窮者に対して、総合的な相談支援を実施するも

のです。実施主体については、町村部を所管する県と、福祉事務所を設置する市となって

います。２事業内容にありますとおり、県が所管する町村部について相談員を配置し、生

活困窮者に対して総合的な相談支援を行ったほか、県内全市町村の支援体制を整備するた

め、生活困窮者自立支援制度推進検討会の開催や従事者研修を通じて、生活困窮者の自立

の促進を図ったものです。

３事業の成果ですが、人口１０万人当たりの月ごとの新規相談受け付け件数が、県実施

分と市実施分を合わせた全体では１７．４件となり、目標値の２０件には届きませんでし

たが、全国平均１４．６件を上回る結果となっております。

４今後の方向性等ですが「継続・見直し」です。２８年度は複数の自治体が協働で就労

準備支援事業を実施するとともに、生活困窮の可能性がある県民に対する早期・包括的支

援に向けた人材育成にも取り組んでまいります。
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私からは以上でございますが、ほかは課室長から説明いたします。

それでは、福祉保健企画課関係の決算状況につきまして説明申し前田福祉保健企画課長

上げます。

決算附属調書の４ページをお開きください。歳入決算額の予算に対する増減額について

でございます。

科目欄１番上の福祉生活費国庫補助金の減収となったものの１番下、社会保障・税番号

制度システム整備費補助金８９１万２千円です。これは番号制度に対応するために改修し

た身体障害者手帳等の各社会保障システムに係る連携テスト等を実施する経費について、

２７年度中に一部のシステム改修が完了しなかったため、２８年度に繰り越した結果、国

庫の交付がなく、その分が減収となったものでございます。

同じ調書の１４ページをお開きください。不用額についてでございます。

科目欄中ほどやや下ですが、保健環境費のうち保健所費６９７万７，１８８円です。こ

れは保健所職員の給与費が育児休業等の理由で無給となり、見込みを下回ったことなどに

よるものでございます。

続きまして、一般会計及び特別会計決算事業別説明書の６９ページをお開きください。

歳出の主な事業について説明いたします。

第３項保健所費第１目保健所費のうち、事業説明欄の上から３番目、地域保健対策総合

推進事業費８６９万３３５円についてでございます。

これは、特例条例に基づく大分市保健所への移譲事務交付金のほか、地域保健・医療・

福祉の充実強化を図るため、活動や事業を通じて得られた各種統計資料に基づき、各保健

所ごとに地域課題への対策を調査・研究したものでございます。

地域福祉推進室関係の決算状況につきまして説明申し上げます。大戸地域福祉推進室長

決算附属調書の１４ページをお開きください。不用額についてでございます。

科目欄のやや上、福祉生活費の社会福祉費の社会福祉総務費８９０万４，８１７円のう

ち、地域福祉推進室分は６９３万８，９２０円ですが、これは社会福祉振興基金積立金の

積み立て額等が見込みを下回ったことなどによるものでございます。

次に、事業別説明書の６４ページをお開きください。歳出の主な事業について説明申し

上げます。

事業説明欄の下から２つ目、地域のつながり応援事業費７１７万１，６７８円でござい

ます。

お手数ですが、お手元の主要な施策の成果の６３ページをお開きください。

これはサロン活動の担い手や地域における共助の仕組みが不足し、社会的孤立者が増加

していることから、サロン活動の展開に対する支援や、民生委員・児童委員の活動が円滑

に進むように行政のサポート体制の確立を促進したものでございます。

次に、事業別説明書の６７ページをお開きください。

上のほう、第２目扶助費の事業説明欄、生活保護費１６億８，８７５万２，５７８円で

ございます。

これは生活保護に要した経費でございますが、具体的には県に実施責任のあります町村

分の生活保護費等でございます。

医療政策課関係の決算状況についてご説明申し上げます。廣瀬医療政策課長
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まず、決算附属調書の９ページをお開きください。歳入決算額の予算に対する増減額に

ついてでございます。

科目欄の下から２番目、地域医療介護総合確保基金繰入金２，７５４万６，７４１円で

ございますが、これは地域医療介護総合確保施設設備整備事業費における医療機関等に対

する補助金の所要額が見込みを下回ったことなどによるものでございます。

次に、１４ページをお開きください。不用額についてでございます。

科目欄の下の段、医務費のうち医療対策費３，５３６万８，２５６円でございますが、

これは在宅医療連携拠点体制整備事業における市町村等に対する補助金などが見込みを下

回ったことなどによるものでございます。

続きまして、事業別説明書の７１ページをお開きください。歳出の主な事業についてご

説明申し上げます。

事業説明欄の下から４番目、ドクターヘリ運航事業費３億８，９５５万７千円でござい

ます。事業の内容については、お手数ですがお手元の主要な施策の成果の５２ページをお

開きください。

事故や急病、災害時に医師や看護師が搭乗して救急現場に駆けつける救急医療用ヘリコ

プター、いわゆるドクターヘリの運航に要する経費に対し補助したものでございます。な

お、２７年度には、悪天候時等にも機体の安全を確保し、ドクターヘリの要請に即応でき

るよう新たに格納庫の整備も行ったところでございます。

事業別説明書の７２ページをお開きください。

上から４番目、医療提供体制施設整備事業費５億７，５９４万３千円でございます。こ

れは患者の療養環境改善や安全の確保を図るため、医療施設が行うスプリンクラー施設の

整備やナースステーションの整備等に対し補助したものでございます。

薬務室関係の決算状況について説明申し上げます。芦刈薬務室長

歳出の主な事業について説明いたします。事業別説明書の７３ページをお開きください。

第５項薬務生活衛生費第２目薬務費のうち、事業説明欄の初めにあります薬務取締費５

４４万５，４７６円でございます。

これは、医薬品等製造・販売業者に対する監視・指導、毒物劇物取扱者試験の実施、薬

務関係情報システムの運用等に要した経費でございます。

健康づくり支援課関係の決算状況について説明申し上げます。藤内健康づくり支援課長

決算附属調書の１４ページをお開きください。不用額についてでございます。

科目欄の下のほう、保健環境費の１番下、公衆衛生費のうち、次の１５ページの上から

５つ目、母子衛生費９，８９２万２５３円については、不妊治療費助成事業扶助費及び子

ども医療費助成費の額が見込みを下回ったことにより不用となったものでございます。

続きまして、事業別説明書の７８ページをお開きください。

歳出の主な事業について説明いたします。

第４款保健環境費第１項公衆衛生費第３目予防費のうち、次の７９ページの事業説明欄

の２番目、肝炎総合対策推進事業費２億７，９３１万１，７１６円でございます。

これは慢性肝炎から肝硬変、肝がんへと進行する可能性があるＢ型・Ｃ型肝炎について、

検査の促進、治療支援を行い、肝炎患者に対する良質かつ適切な医療の提供を行ったもの

でございます。



- 7 -

次に、事業名欄の４番目をごらんください。

特定疾患対策事業費１５億８，５２５万６，５５９円でございます。

これは難病法に基づき、厚生労働省が定める３０６疾病の患者について医療費の自己負

担分を公費により負担したものでございます。

国保医療室関係の決算状況についてご説明申し上げます。幸国保医療室長

決算附属調書の１４ページをお開きください。不用額についてでございます。

科目欄、福祉生活費のうち社会福祉費の上から４番目、国民健康保険指導費１，５８５

万５，６６６円ですが、これは市町村国民健康保険に対する財政調整交付金等が見込み額

を下回ったことによるものです。

続きまして、事業別説明書の７６ページをお開きください。

歳出の主な事業についてご説明いたします。

第５目国民健康保険指導費のうち、事業説明欄の１番目にあります国民健康保険基盤安

定化事業費１２２億３，７７４万７，４４４円です。

そのうち最初の項目の保険基盤安定事業費負担金は、市町村が低所得者を対象に行う国

民健康保険税の軽減措置に対し、県が一定割合を負担したものです。

次に、上から４番目の大分県国民健康保険財政安定化基金積立金１億７，７００万円で

す。これは、医療給付費の増加や保険税の収納不足により財源が不足する市町村に対して

貸し付け等を行うことができるよう、積み立てを行ったものです。

続きまして、８０ページをお開きください。

事業名欄の上から６番目の後期高齢者医療等推進事業費１７６億３，９２２万８，１５

４円です。最初の項目の後期高齢者医療給付費負担金１４１億２４３万３，４３８円は、

後期高齢者医療費の一部を県が定率負担するものです。

高齢者福祉課関係の決算状況について説明申し上げます。清末高齢者福祉課長

決算附属調書の１４ページをお開きください。不用額についてでございます。

科目欄の２段目、福祉生活費の１番上、社会福祉費のうち、上から２番目の老人福祉費

１，４７７万７，８５７円については、軽費老人ホーム事業費の補助金などが見込みを下

回ったことによるものでございます。

続きまして、事業別説明書の８６ページをお開きください。

歳出の主な事業について説明いたします。

第３款福祉生活費第１項社会福祉費第３目老人福祉費のうち、事業説明欄５番目の介護

保険給付費県負担金１５０億５，３１７万８，８９５円でございます。

これは介護保険法に基づき、保険者である市町村が行う介護給付及び予防給付に要した

経費や、高齢者が要介護状態等になることを予防するため、市町村が実施する地域支援事

業に要した経費の一部を負担したものでございます。

次に、８７ページをごらんください。

事業別説明欄下から３番目、介護サービス基盤整備事業費１億６，５８３万４千円でご

ざいます。

これは医療介護総合確保促進法に基づく大分県計画のもと、各地域において将来必要と

なる地域密着型施設の整備に係る経費の一部に対し、助成を行ったものでございます。

２８年度の組織改正により、昨年度まで設置されていたこども子二日市こども未来課長
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育て支援課が分割・再編され、こども未来課及びこども・家庭支援課が新たに設置されま

した。

それでは、こども未来課関係の決算状況について説明申し上げます。

決算附属調書の１４ページをお開きください。不用額についてでございます。

科目欄、福祉生活費の中ほど、児童福祉費の２つ目、児童保護費１億３０４万２，１６

４円のうち、こども未来課分は９，０３３万３，２７０円でございますが、これは市町村

の子育て支援に資する取り組み等を推進するための地域子ども・子育て支援事業費の補助

金等が見込みを下回ったことなどによるものでございます。

続きまして、事業別説明書の９３ページをお開きください。

歳出の主な事業について説明いたします。

事業説明欄の１番上、保育所等機能強化事業費３３５万９，５８２円でございます。

この事業は、待機児童の解消を図るため、保育所の担い手である保育士を確保するとと

もに、保育士に対する専門研修等を実施することにより、地域における保育所等の機能強

化を図ったものでございます。

こども・家庭支援課関係の決算状況について説明申し上げま伊東こども・家庭支援課長

す。

決算附属調書の２１ページをお開きください。収入未済額についてでございます。

科目欄の下から２番目にあります、分担金及び負担金中、福祉生活費負担金のうち、右

の課名欄、こども子育て支援課分３，７８４万２，６１０円ですが、これは児童を児童養

護施設等に入所措置した場合に保護者等から徴収する児童措置費負担金が、納入義務者で

ある保護者の生活困窮等により収入未済となったものでございます。

続きまして、事業別説明書の９２ページをお開きください。

歳出の主な事業について説明いたします。

事業説明欄の上から３つ目、児童養護施設退所者等支援強化事業費７，５９７万６千円

でございます。

この事業は、児童養護施設等の入所児童及び退所児童に対して、児童アフターケアセン

ターおおいた等の専門的支援経験者が施設職員とともに生活訓練や就労支援等を行い、児

童の生活安定など社会的養護の充実と強化を図ったものでございます。

次に、同じ資料の９６ページをお開きください。

母子父子寡婦福祉資金特別会計の第１目貸付金にございます、母子父子寡婦福祉資金貸

付金６，９５０万５，４００円でございます。

この事業は、ひとり親家庭の親及び寡婦に対し、必要な資金を貸し付けることにより、

その経済的自立や子供の福祉の増進を図ったものでございます。

障害福祉課関係の決算状況について説明申し上げます。髙橋障害福祉課長

決算附属調書４ページをお開きください。歳入決算額の予算に対する増減額についてで

ございます。

科目欄、福祉生活費国庫補助金の減収となったものの１つ目、障がい者福祉施設整備費

補助金１，１１９万４千円ですが、これは障害者支援施設等を整備する経費について、一

部繰越明許を行ったものでございます。

次に、１４ページをお開きください。不用額についてでございます。
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科目欄、福祉生活費のうち社会福祉費の上から５番目、障がい者福祉費６，０４５万２，

７０３円のうち、障害福祉課分は５，８９１万４０６円ですが、これは障がい者精神通院

医療費給付事業費の通院医療費委託料等が見込みを下回ったことによるものでございます。

続きまして、事業別説明書の９７ページをお開きください。歳出の主な事業について説

明いたします。

第３款福祉生活費第１項社会福祉費第２目障がい者福祉費の事業説明欄３番目の障がい

者自立支援給付費県負担金５３億４，０２９万５，６３７円でございます。

これは市町村が支弁する自立支援給付費、すなわち各障がい福祉サービス事業所等が利

用者にサービスを提供した場合に、各市町村が支出する費用の一部を県が負担したもので

ございます。

続きまして、９８ページをお開きください。

事業説明欄２番目、重度心身障がい者医療費給付事業費１０億１，２６３万９千円でご

ざいます。

これは重度心身障がい者の医療費負担の軽減のため、本人負担分について、県と市町村

が２分の１ずつ補助したものでございます。

以上で説明は終わりました。河野副委員長

これより質疑に入ります。

執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自席で起立の

上、マイクを使用し簡潔・明瞭に答弁願います。

事前通告が４名の委員から出されていますので、まず事前通告のあった委員の質疑から

始めます。

私は主要な施策の成果の３７ページにあります、放課後児童対策充実事業費に原田委員

ついて質問させていただきたいと思います。

これは放課後児童クラブに係るものですが、去年から子ども・子育て支援法が施行され

て、また各市町村の条例、厚生労働省からの指針によって運営されているわけですけど、

子ども・子育て支援法の附則には、放課後児童クラブの支援員の常勤化というものを１つ

の課題として盛り込まれていますが、県下の状況についてどのような状況なのかをお答え

願いたいと思います。

２つ目は、この３７ページの表の中にありますとおり、障がい児受入推進事業で１４０

のクラブは受け入れているわけですが、支援員配置の要望というのはそもそも幾らぐらい

あるのかと。その分で充足率はどのような状況なのかというのをお答え願いたいと思いま

す。

３つ目なんですけど、これは決算というよりも、安全面の総括としてお伺いします。

本日、台風が来ていますが、大分市の小学校は休校しています。別府市は休校していな

いんですけど、前回の台風のときは県下の多くの市町村の小中学校が休校しましたが、放

課後児童クラブがあいているところと閉めているところ、さまざまでした。そのことにつ

いて、県としてどのように考えているのかというのをお聞きしたいと思っています。

というのも、実は、これは市町村によっても考え方が全然違うんですよね。例えば、別

府で言うと、担当課によれば、小学校が休校の場合は、放課後児童クラブも閉めてくださ

いという文書を通達しています。大分市であれば、保護者の要望もあって、可能な限りあ
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けてくださいと。もちろん河川等の近くにあるクラブについては、それぞれ自主判断をし

てくださいというように、もうそれぞれ考え方が全く違うわけですけど、県としてどのよ

うに考えているかというのをお答え願いたいと思います。

放課後児童対策事業につきまして、３点ご質問をいただきました。二日市こども未来課長

まず１点目、支援員の常勤化についてでございます。

平成２７年５月１日時点の調査では、県内２５９クラブに従事する放課後児童指導員等

１，４７０人のうち、常勤職員は５９１人、全体の４０．２％となっています。

なお、全国平均は２６．８％で、本県の状況はこれを大きく上回るものとなっておりま

す。

次に、２点目、障がい児受入推進事業についてでございます。

平成２７年度に運営費の補助を行ったクラブの約半数に当たる１４５クラブについて、

市町村から障がい児受入推進事業による職員の加配に要する補助金の申請があり、全て申

請どおり補助しております。

３点目、台風時の対応についてでございます。

台風で学校が休校となった場合は、各クラブが状況に応じて開所するかどうかを決定す

ることになりますが、風雨の状況とか、子供たちのクラブへの移動方法も考慮して、子供

の安全確保を最優先として対応すべきと考えます。実態としましては、委員ご指摘のとお

り、小学校の敷地内にあるクラブは、小学校が休校のときはお休みというような判断をす

るところが多いようです。ただし、保護者からの要望等によりまして、送迎を条件として

開所するというケースもあると聞いております。

まず支援員の常勤化ですけれども、ぜひともこれを進めていただきたいと思い原田委員

ます。また、このために補助もありますから、ぜひ活用しながら進めていただきたいと思

います。

障がい児受入推進事業はよくわかりました。いずれにしても、二日市課長は学童連絡協

議会の総会や研修会に出席されて、現場の声をよく聞かれていると思っていますから、こ

れからもお願いしたいと思います。

台風のとき等の休校についてなんですけど、１つ課題だと思うのは、幾つかの市町村の

担当課に聞いたら、あいているかあいていないかは担当課で把握していないと言うんです

よね。それぞれ任せているというわけですけど、安全面を考えて、少なくともやっぱり把

握をすべきではないかなと思っています。

私から２点あるんですが、まず１つが主要な施策の成果の４０ページ、児童虐守永委員

待防止対策事業についてです。活動指標にあります児童相談所実習研修は市町村職員を対

象に行われている研修と読み取れるんですが、市町村職員のどういった方々が対象となっ

て研修を受けているのかということと、どのような内容で行われたものかを教えてくださ

い。

２７年度の目標１８人に対し、実績が２人であった要因というのは何か、わかれば教え

ていただきたいと思います。

もう１つが、一般会計及び特別会計決算事業説明書の１０３ページなんですけれども、

発達障がい児等心のネットワーク推進事業費についてです。この事業は、こどもの心の診

療拠点病院を設置して、関係機関が連携して子供の心の問題に対応していく体制を整備す
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るという事業なんですが、この事業が発達障がい児早期支援体制強化事業を支える事業で

あると私は解釈しているんですけれども、この事業で発達障がいに早期に気づくことので

きるかかりつけ医となり得る医師を養成していく取り組みもあったんじゃないかと思って

います。その医師の養成の状況と体制整備がどのようになっているのか、教えていただき

たいと思います。

児童虐待防止対策事業の中の児童相談所実習研修についてお伊東こども・家庭支援課長

答えいたします。

この研修は、平成２３年１１月に県内で４歳の男の子が母親からの暴行によって死亡す

るという大変痛ましい事件を踏まえて、翌２４年度から開始しておるものでございます。

対象でございますけれども、市町村職員の中でも児童相談担当職員を対象としておりま

して、児童相談所での実務体験を通じた相談援助技術の習得と向上を目的として実施して

おります。

研修の内容につきましては、実際の相談援助業務を中心に児童相談所の通常業務の体験

実習を行うものであります。２７年度は大分市と別府市から計２名の受講を受け入れまし

て、児童相談所のケースワーカー等とともに、児童虐待が疑われるような事例の緊急対応

を含めた業務に従事していただいておりまして、児童相談所のノウハウの習得に努めてい

るところでございます。

委員ご指摘の目標値と実績値でございますが、昨年度は市町村の新任担当者が少なかっ

たこともありまして、実績値が２名となりました。しかし、これまで事業開始の２４年度

に１１名の受け入れをして以来、２７年度までの４年間に３０名の方が延べ１７６日間の

研修を受講しております。

また、本研修の目標値につきましては、全ての市町村から１名の受講を目標にという思

いで１８名と設定しておりましたが、職員の異動や配置状況を考えますと、毎年度全ての

市町村が研修生を児童相談所に派遣するということは現実的ではないという判断から、今

年度は目標値を実情に即した６名としたところです。

なお、今年度は８月までに６名の研修生が延べ３６日の研修を受講しております。

この研修は、児童相談業務の専門的かつ組織的なノウハウを直接的に習得できる非常に

有意義な研修だと認識しておりますので、今後とも市町村へ受講の勧奨をしていくととも

に、市町村が受けやすいような形で要望にも柔軟に応えていきたいと考えております。

発達障がい児等心のネットワーク推進事業についてのご質問でござい髙橋障害福祉課長

ます。

この事業は、発達障がいを就学前の段階で早期に把握し、教育や療育等の支援につなげ

るため、市町村の５歳児健診や発達相談に大学の専門医を派遣するとともに、健診等に従

事する医師、保健師等への研修などを行うものでございまして、平成２４年度から実施し

ております。研修につきましては、平成２４年度から各地で発達障がいに関する基礎的な

研修を行っておりまして、平成２７年度の受講者数が医師、保健師など合わせまして２９

４名となっております。この取り組みによりまして、県内各地の５歳児健診等の実施体制

の強化が図られるとともに、参加した医師についても発達障がいに気づく力がある程度向

上してきているのではないかと考えております。

委員のご質問にございましたように、身近なところで発達障がいの知識を持って相談対
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応に生かせる医師をふやしていくという視点も非常に重要と考えておりますので、そうい

ったことも含めまして、どういう方法、やり方がよいのかを検討していきたいと思ってお

ります。

児童相談所実習研修に関してなんですけれども、研修日数は先ほど延べ日数が守永委員

１７６日とおっしゃったんですけれども、１つの研修についての研修日数が何日なのかと

いうことと、やはり新任者がいなかったので少なかったというお話だったんですけれども、

新任職員が受けるべき研修とスキルアップのための研修という考え方があるのかどうか、

その辺だけ教えてください。

研修の日数につきましては、派遣依頼があった市町村のリク伊東こども・家庭支援課長

エストに応じて柔軟に対応しておりまして、１日から９日と幅を持っておりますが、１番

多いのが５日間受けるというパターンがおおむね一般的でございます。

それから、新任研修とスキルアップ研修というご指摘もございましたが、多くの場合は

新任職員を受け入れてということもありますが、実際に経験者がスキルアップのために研

修に行きたいという場合も受け入れておりますので、どちらの方法に対しても対応してい

ると思っております。市町村の要望に十分に応えられるように今後も配慮していきたいと

思っています。

ぜひ以前のような事故、トラブル等が再発しないように、そういった能力を持守永委員

った職員を育てていただきたいと思っていますし、また、子供の発達障がいに関しても、

ぜひ早期に気づいてあげて、早く発達のおくれというのを取り戻せるように全体的な裾野

を広げる取り組みをお願いしたいと思います。

主要な施策の成果４４ページのおおいた出会い応援事業費についてお尋ねいた木田委員

します。

昨年度この事業を始めるということで説明をいただきまして、とりわけこの事業を幾つ

かメニューが含まれておりますけれども、婚活イベントを県がやっていくということで、

かなり珍しいなと思って、通常市町村とか商工団体、ＮＰＯとかいろんな民間団体も地域

振興という意味を含めてやられているところが多いと思うんですけれども、県がこれあえ

てやるんだと。県がやることに意味があるという肝いりというか、思いの中で始められた

と昨年度うかがいました。

今回、決算で１，７７７万８千円ということで、メニューが幾つかございますけれども、

イベント、そしてポジティブキャンペーン、支援者のネットワーク化を含めて、それぞれ

使途の内訳をお示しいただきたいというのが１つ。

そして婚活イベントでありますけれども、事業の目的として、全体として未婚化、晩婚

化について対策をしていきたいんだということでございますので、この婚活イベントを通

じて具体的な成果がございましたらお示しをいただきたいと思います。参加者はかなり多

かったと、希望者は多かったと聞いておりますし、その中でどれだけ縁結びができたとか、

そういったものがあろうかと思いますので、その点をお伺いしたいと思います。

おおいた出会い応援事業について、２点ご質問いただきました。二日市こども未来課長

まず１点目、事業費の使途についてでございます。決算額の内訳といたしまして、広域

的な出会いの場づくり事業の委託料として５００万円、このうちほぼ半額はツアーの催行

手数料、それからバスの手配料が約半額で合計５００万円です。それから、若い世代への
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結婚ポジティブキャンペーン事業の委託料として１，２４０万円。この１，２４０万円の

うち９００万円はテレビＣＭの放映料となっています。あとは動画の作成料などです。

それから、３点目としまして、婚活支援者等のネットワーク化を図るための情報交換会

開催経費が３７万８千円となっております。

ご質問の２点目、婚活イベントの具体的成果についてでございます。

いつかは結婚したいと考えている若者を支援するに当たり、県として最も重視している

ことは機運の醸成でございます。そのため、昨年度は市町村や大分経済同友会等の民間団

体、民間企業に取り組みが広がり、県内の婚活支援の活性化が図られるようネットワーク

づくり、婚活イベントのノウハウの共有を目的とした情報交換会を開催し、３回で延べ７

８団体、１４９名の参加が得られました。

このような取り組みもあり、出会い・結婚に関する支援を実施している市町村数も、平

成２６年度の１０から２７年度は１３、本年度は全市町村に拡大しております。

また、広域的な出会いの場づくりとして実施した３回のバスツアーには、募集定員２０

０人に対して４９０人から申し込みをいただくなど、高い関心と期待が寄せられたところ

です。

なお、３回のバスツアーでは２５組のカップルがその場で成立しました。私ども県で把

握している中では、そのうちの１組が１１月に結婚式を挙げられるとお聞きしております。

晩婚化が結局未婚化にもつながっていっているところだと思っております。今木田委員

回、いろんな事業をされて、アンケートもとられていると思いますけれども、私も会社に

就職されて１年目の方と意見交換する機会がこれまで多かったんですけれども、大体が経

済的理由、あと時間、人生観のところだと思いますけど、そして３点目が出会いの場とい

うようなところ。結婚をなかなかされないというか、至らない理由はそういったところが

多かったと思うんですけれども、そのうちの人生観のところと出会いの場といったところ

を福祉部門でやっていくような感じだと思うんですね。経済的理由というのも結構言われ

る方が多いですよね。そういったところをやっぱりこの福祉部門だけではなかなか解決で

きませんので、雇用・労働政策とか、そういったものにまたつなげていく必要がやっぱり

ないと、この晩婚化といったものは改善されていかないのかなと思います。昨年そういっ

た取り組みをされて、今年度、他の部門、商工労働部、企画振興部でもどちらでもいいん

ですが、そういった施策に何か結びついているものがあるかどうか教えていただきたいと

思います。

経済的な支援ということでは、大分県は雇用の状況がかなりよく二日市こども未来課長

なっておりますので、企業進出などによって若い方の就職の場ができ、先般は日田の進出

企業に婚活のことで伺ったんですけれども、進出企業では若い方をたくさん雇っていて、

仕事が安定しているので若いうちにどんどん結婚されて仕事を続けられるということも聞

いています。商工労働部の雇用、それから企業誘致などとも連携して、就職しても働きや

すい、男性も女性も子育てがしやすい職場づくりなどにも一緒に取り組んでいきたいと考

えております。

今の成果指標が、今のところ参加されている支援者とか市町村数とかございま木田委員

すけれども、将来的にはやはり晩婚化、未婚化の数字がどう変わっていったのかというと

ころが、将来的には計測されなければならないのかなと思っております。
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アンケート等もとられていると思いますし、やはりそういった情報をオープンにして社

会で共有していく、若者の今の意識というのを共有していく必要があるんではなかろうか

とも感じておりますので、そういったところも今後取り組みいただきたいと思っておりま

す。

２点あるんですが、まず主要な施策の成果の３６ページ、病児保育について教平岩委員

えてください。目標２２カ所というところで、全ての市町村で実施がされているのか。そ

れとも実施できている市町村がわかれば教えてください。

それから、病児保育をするときに病院側として預かる基準をどのように設けているのか

というところと、県が補助を出す際の基準が何かあるのであれば教えていただきたいと思

います。

それから、主要な施策の成果の６１ページの障がい者の就労についてです。先ほど説明

の中で、アドバイザーが活躍されていて１６６法人に訪問し、７０人以上の雇用に成功し

たというようなことを言われていました。

私たちはずっとジョブコーチというのを聞いていて、ジョブコーチが支援をしてきたと

いうような経過も見てきたんですけれど、このアドバイザーとジョブコーチのすみ分けと

いうか、そこらあたりが私の中でちょっとはっきりしていませんので教えていただきたい

というのと、もう１点は、軽度の障がいのある方たちの就労支援もこの範囲の中に入って

いるのかということも教えていただきたいと思います。

私から病児保育についてご質問にお答えいたします。二日市こども未来課長

まず、実施している市町村についてですが、病児保育は入院の必要はないけれど、保育

所等では過ごせない病気の子供を専用の施設で専門の職員が一時的に保育する事業です。

市町村が病院などに委託して行っています。現在、県内では姫島村を除く１７市町で実施

しています。

次に、預けるに当たってですが、まず保護者が子供のかかりつけ医の診断を受けた上で、

その診断を持って病児保育施設に申し込みをすることになります。それぞれの病院で基準

を設けているわけではございませんが、受け入れ定員がございますので、そういう事情で

お断りするということも実態としてあるようです。

病児保育を実施するに当たりまして、利用児童おおむね１０人につき看護師１人以上配

置するとか、利用児童おおむね３人につき保育士１人以上配置する必要があります。この

ような要件を満たす病児保育の運営費について、市町村が実施主体に対しまして基本分、

それから年間延べ利用児童数に応じた加算等により算出された基準額に基づいて補助をし

ております。国、県、市町村がそれぞれ３分の１負担します。

障がい者の就労支援に関するご質問が２点ございました。髙橋障害福祉課長

１点目、アドバイザーとジョブコーチのすみ分けのご質問でございますが、障がい者就

労環境づくり推進事業における雇用アドバイザーというのは、障がい者と企業等とのマッ

チングが主な役割となっておりまして、具体的には企業を訪問いたしまして新たな仕事の

切り出しを行うこととあわせまして、福祉施設等を訪問いたしまして、就労を希望する方

の開拓を行っております。

一方、ジョブコーチにつきましては、別名、職場適応援助者という言い方をしておりま

すけれども、基本的には就職後の職場の定着を支援する役割を担っておりまして、派遣さ
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れた企業におきまして、その障がい特性に配慮した雇用の管理でありますとか、障がい者

とのかかわり方に関する助言、また、一方で障がい者に対しましては、作業の遂行力であ

りますとか、コミュニケーション能力の向上の支援を行うというようなことを行っており

ます。

２点目の軽度の障がい者の就労はというご質問でございますけれども、障がいの重度、

軽度にかかわらず、就労を希望する障がい者に対しまして、その障がいの程度や特性に応

じた就労に関する助言、あるいはマッチング等も行っているところでございます。

１点、病児保育についてご質問いたしますが、親御さんが医師の診断を持って平岩委員

行く、結構時間がかかってしまうんだなと。だから、朝悪いからすぐそこへ連れていける

という状況ではないんだなというのがよくわかりましたが、きのう、そういう病院のこと

について話を会派の中でしていたときに、結構大変なので採算もとれないし、あんまりみ

んな積極的じゃないんじゃないかという話も聞いたんですけれども、そこらあたりの状況

はどうでしょうか。

実施しているのは病院と保育所などの場合もあるんです。二日市こども未来課長

まず、病院で病児保育を行う場合は専用の施設をつくって、それから感染症対策のため

の隔離室などもつくります。施設整備に係るお金がかなりかかりますので、その分が賄え

ないというような声をお聞きしております。

今年度、国が病児保育の整備を加速化するために施設整備をこれまで４００万円の基準

額であったものを、別に４千万円程度の基準額の補助制度を始めましたので、この制度を

活用して新たな病児保育の施設をふやしていくように積極的に働きかけていきたいと考え

ております。

詳しい説明をありがとうございました。ここからは要望ですけれども、病児保平岩委員

育について、きのう県立病院の審査があったときに、院内保育のことをお聞きしたら、４

名定員があるということだったんですね。でも、嘔吐下痢症だとかインフルエンザだとか

の時期のときというのはばっと重なって、預かりが難しいというようなこともお聞きしま

した。だから、そういった意味で、必要なときに全員が入れるわけではないんだなと思い

ましたが、見方によっては病気のときだからこそお母さん、お父さんそばにいてあげてと

言われる方もいるんですけど、でも働かなきゃいけないという若いお父さん、お母さんの

状況もありますので、またきめ細かにやっていっていただければと思います。

それから、障がい者の就労について、ありがとうございました。ジョブコーチとアドバ

イザーの区別が私の中ではっきりしたんですけれども、障がいのある人が働くときに、や

っぱりいろんなものが必要になってくるなと。普通、健常者の人が働くよりもきついもの

がたくさんあって、１つは、障がいを持つ人の、その人自身の環境がどういうものである

かということや、それから家族の支援がどれだけ受けられるのか、そして、障がいの程度

にもよると思うんですね。

私がいろいろ障がいのある方たちと触れ合っているときに、知り合っていろいろしてい

くときに、軽度の人ほど自分の思いを表現できるんですけれども、その表現がまた環境と

うまくいかなくて、職場の中でなかなかうまくいかずトラブルが起きて、そしてやっぱり

１人は自分の中では卑下しながら、うまくいかない、周りも理解してくれないというとこ

ろで職を転々としていくというのがあるんですね。軽度の人も本当に難しいんだなという
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のをつくづく思っています。

ですから、県の条例もできましたので、やっぱり彼らは県の条例ができたということを

物すごく頼もしく思っていますし、受け身になってはいけないという話をするんですけれ

ども、やっぱり軽度の人たちもしっかりと仕事ができていけるように、また目配り、気配

りもしていただきたいし、ぜひジョブコーチがしっかりと働くことができるように見守っ

ていただきたいと思います。

以上で、事前通告のあった４名の委員の質疑が終わりました。河野副委員長

ほかに、事前通告されていない委員で質疑ありませんか。

２７年度の成果指標の観点から、まず冒頭伺いたいと思います。麻生委員

大分県は、特に福祉保健部に関しましては、３つの日本一を目指すと言っておられます。

子育て満足度、健康寿命、障がい者雇用率について日本一を目指すと。２７年度の各種施

策の結果、これが何位ぐらいの位置づけになっているのかという部分についてお示し願い

たいと思います。

おおいた子ども・子育て応援プラン、子育て満足度に関しましては、第３期計画に基づ

いていろんな施策を打たれて、以前はレーダーチャート方式で１０項目ほどの指標を示し

て、この決算特別委員会では必ず報告があったと思うんですが、今回ございませんので、

２７年度やった結果はどうなっているのか。そして、何が伸びて、何が落ち込んでいるの

か。それに対してどういう手を打って、いつまでに日本一になるのか、こういった部分に

ついてまず１点ですね。

それから、当然子育て満足度日本一という中で、今回成果指標の４０ページにもありま

すように、児童虐待防止対策事業の総合評価がＣであるということで、子育て満足度日本

一を掲げながら、こういったことじゃいかんなと。今後の方向性の中で、保護者指導支援

員という表現が出ているんですが、この保護者指導支援員にどういった方を考えているの

か。どんなスキルで、どういった影響力のある方を考えていらっしゃるのかという部分を

お示しいただければと思います。

それから、健康寿命日本一に関しまして、以前は各保健所ごとに五大疾病とか三大疾病

の死因、毎年その状況を明確に示していただいていまして、それに対して、健康であり続

けるために食事、それぞれの市町村ごとに方向性を示していた資料を、藤内さんが出され

ていたかと思いますが、各保健所長が連携をされて、そういった部分がどのような状況に

なっているのか。同時に、国保の関係も出てまいりますけれども、健康診断の受診率と、

それに伴う健康長寿率といいますか、これを市町村ごとに当然海側とか山側とか食生活も

違うわけでありまして、市町村ごとに競争していただくというのはとても大事なことじゃ

ないかなと。そういったことについての公表が最近なされていないのでちょっと残念であ

りますので、そこの部分についての考え方を伺います。

それから、今回の決算附属調書の１４ページでも示されておりますが、障がい者福祉費

の中で、障がい者精神通院医療費給付事業費の通院医療費委託料等が６千万円ほど不用と

されているわけでありますが、差別をなくす条例も制定される中で、特に精神障がい者の

公共交通の割引制度について、以前からずっとやりとりしているけれども、いまだに実現

されていないわけでありますが、そんな中で、不用で６千万円という状況が示されている

わけでありまして、福祉的事業者に対する助成とか、いろんな可能性が見出せるのかなと
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いう思いも含めて、この通院医療費の委託、どこにどのような形で委託されているかにつ

いて、ちょっと具体的に説明をお願いします。

私から、おおいた子ども・子育て応援プラン（第３期計画）に基二日市こども未来課長

づく全国順位、総合的な指標についてご指摘いただきましたので、回答申し上げます。

総合的な評価指標は１０項目についてそれぞれ順位を出しているんですが、最新の数字、

平成２７年度の状況で、前年度２６年度に比べて大きく伸びたものは、住んでいる地域の

子育ての環境や支援への満足度が高い、やや高い人の割合、これは前年の１９位から２７

年度は６位にかなり上がりました。

反対に順位を下げたものは、保育所入所待機児童数で、ご存じのとおり大分市の待機児

童数が全国でも多かったことから、前年の２０位に比べ３６位と下げました。最終的に全

国順位１０項目を平均した全国順位は１５位となっております。引き続き１位を目指して

頑張ってまいります。

主要な施策の成果の４０ページにございます児童虐待防止対伊東こども・家庭支援課長

策事業の中で、今後の方向性としまして、保護者指導支援員の内容についてご質問があり

ました。

虐待を受けた子供、家庭については、子供の安全をまず第一に確保するという視点で対

応しておりますので、親の意向に沿うことなく、親の意に反して子供を一時保護したり、

あるいは児童養護施設などに入所措置をするということがありますが、やはり、その子供

の最善の利益というのは、実の親と一緒に生活をするということに尽きると思います。そ

ういった虐待を受けた子供であっても、親であっても、家族の再統合を支援していくとい

うことも大変必要だと認識しております。

やはり、虐待が発生した直後というのが、児童相談所と親の意向というのが相反するケ

ースが非常に多いので、なかなかその児童相談所の指導が親に入らないというのも現実的

な問題としてございます。

そこで、時間はかかりますが、今回、中津児童相談所に社会福祉士の資格を持つ専門職

員を支援員として配置いたしまして、児童相談所の心理職員とケースワーカーとチームを

組んで、家族再統合が可能な親に対するアプローチをして、親子関係を改善し、最終的に

は家族がまた再び親子で一緒に暮らせるという取り組みを今年度から始めることとしてい

るものでございます。

まず、健康寿命日本一に向けた取り組みの平成２７年の評価で藤内健康づくり支援課長

ございますが、スタートした時点では、平成２２年の健康寿命の値で男性が３９位、女性

が３４位ということで全国下位にあったわけですけれども、今我々が使える直近のデータ

が平成２５年のもので、これは平成２７年末に公表されたものですが、これが男性が１６

位、女性が１０位ということで、男女とも２３位、２４位と大きく躍進しております。

こうした背景には、特に高齢者の介護予防に熱心に取り組んできたという成果があらわ

れていると考えています。

特に、大分県は平均寿命は長いけれども、健康寿命は短いということで、特に平成２２

年の男性の平均寿命と健康寿命の差は１０．２１歳あって、全国で最も長いという状況で

ありましたが、今回、健康寿命が延びたことによりまして、平均寿命と健康寿命の差も縮

まりまして、ほぼ全国の中位まで回復してきております。
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それから、各保健所ごとに、例えば、主要な疾患の死亡率を全国比較した、年齢を調整

して標準化死亡比というのを各保健所がホームページで現在も公表しております。その中

で、それぞれ管内、あるいは市町村ごとに、特に脳卒中、がん、心臓病であったり、そう

いう主要な疾患の多い少ないということは引き続き情報発信をしております。

特に、市町村ごとに健康寿命も示すことが重要であるとご指摘いただきましたが、国が

３年に１回公表する健康寿命というのは、残念ながら市町村ごとには算出されません。そ

こで、大分県が独自に介護保険の要介護認定のデータと死亡の人口動態統計のデータを組

み合わせて、独自にお達者年齢というのを出しております。このお達者年齢は、これも保

健所のホームページで、各市町村ごとに公表してございます。先ほど海側とか山側で差が

ないのかとご質問いただきましたが、１番直近のデータを見まして、男性で長いのが大分

市、姫島村、それから、女性では大分市、佐伯市、九重町が長くなっています。逆に短い

のが男性では別府市、津久見市、女性では姫島村、玖珠町、日出町と、なかなか海側、山

側がはっきりしません。ただ、こうした健康寿命でお達者年齢の地域差であったり、それ

からそういう主要な疾患の死亡率の高い、低いであったり、こうした地域の生活習慣病に

影響を及ぼす生活習慣そのものについての調査を今年度、２万人の県民を対象に調査して

おりますので、こうした結果をまた公表していきながら、それぞれの市町村にとってどう

いう課題があるのかということをしっかり示していけるのではないかなと考えています。

なお、受診率についても少し言われましたけれども、いわゆる特定健診の受診率は、平

成２６年の大分県の値が３９．９％で、この制度が始まりました平成２０年の３５．５％

から少しずつ伸びておりますし、全国の平均を上回って、この受診率は高いと評価してお

ります。

障がい者雇用率日本一の状況でございますが、２７年度段階で全国第髙橋障害福祉課長

２位の状況でございます。

２７年度の状況を申し上げますと、身体、知的、精神という障がい区分ごとに分けまし

たところ、知的と身体の雇用者数の伸び率というのが全国１位でございまして、知的、精

神の方の雇用がふえているという傾向が顕著に出ておりまして、その辺が原動力となりま

して、全国２位ではございますけれども、トータルとしても比較的伸び率が高いという状

況になってございます。

それを全国１位にするため、今年度雇用アドバイザーの訪問先の企業を、昨年度まで社

会福祉法人、医療法人を中心に重点的に訪問して仕事の切り出しをやってきたところなん

ですけれども、今年度は製造業等に対象業種を拡大して、さらに障がい者の雇用の場を確

保していくという取り組みを行っているところでございます。そういった雇用の場を拡大

することで、さらに雇用率を伸ばして全国１位を目指したいと考えております。

それと、もう１点、決算附属調書の１４ページでご指摘のございました精神障がい者の

通院医療費給付事業費の不用額のお話でございますけれども、これにつきましては、通院

される精神障がい者の方が増加傾向にございまして、過去の実績も見ながら見込みを出し

たところでございますけれども、結果的にそこまで、見込みまでいかずに不用額が出たと

いう状況でございます。これにつきましては通院の関係ですので、委託先につきましては

国保連や支払基金に委託をして進めている事業でございます。

福祉保健部個別では大変一生懸命頑張っていろいろやっていらっしゃる。しか麻生委員
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し、県の行政が幾ら頑張っても、最終的には県民１人１人が当事者意識を持っていただく、

あるいは各市町村ごとに当事者意識を持っていただくと同時に、障がい者雇用にしても、

大企業とか中小企業とか零細企業とか、それぞれ個別のデータで、経営者にどれだけ当事

者意識を持っていただくか。人ごとじゃないよと、うちの会社は健康寿命日本一だとか受

診率日本一だとか、あるいは子育て満足度日本一の応援企業だといったような部分も含め

て、まずは県庁内の横断的な情報共有、ナレッジマネジメントシステムをしっかり構築し

ていただいて、最終的には市町村の職員、あるいは市町村長がしっかりそういった意識を

持って競争していただくと同時に、県民１人１人が当事者意識を持って初めて達成できる

ものだろうと思います。一体となってやらなければできないことだろうと思います。そう

いったことを達成するための誇りを持った取り組みが必要ではないかなと思いますので、

レーダーチャート等々を含めた情報をもう１度しっかり資料として提示をしていただいて、

公開もしていただいてやっていただきますように。応援をしてまいりますので、よろしく

お願い申し上げます。

麻生委員の中にもありましたし、先ほどご質問がございまして重複するかと思近藤委員

いますけれども、私の立場から４４ページの主要な成果、結婚の応援事業について質問を

させていただきます。

今、本当に晩婚化が進んでおります。理由はいろいろあります。しかし、いろいろと聞

いてみますと、結婚の願望がないという若者はほとんどいないと思っております。要は、

いい出会いがないだけだと思うわけです。そういう意味で、この事業を頑張っていただい

ておるわけでございますけれども、つまるところは、やっぱり昔のように地域の中で要ら

んお世話でもやく人はたくさんいないといけないと思うんですよ。そういう人のネットワ

ークみたいなのをつくってはどうかなと思うんですけど、そうやっていただきたいと思い

ます。具体的にこの取り組みで何人ぐらい結婚をされたのか、そこら辺も聞かせてほしい

し、今、麻生委員の中にもありましたけれども、それぞれの地域の中でやっぱり競争して、

うちの市町村はこれだけですよという、そういう運動も私は大切ではなかろうかなと思い

ますので、その辺をちょっとお聞かせ願いたいと思います。

まず、最後にご質問いただきました何人ぐらい結婚できたのかと二日市こども未来課長

いうことにつきましては、昨年度の県の事業の婚活のバスツアーで２５組のカップルがで

きたんですが、そのうち結婚に至るというのが１組、私どもで把握しているものがありま

す。それから、委員のお話にありました若者の結婚とか出会いを応援するお世話やきさん

的な存在の方が身近でそういうことをしていただくことで、県内全体として結婚の機運が

醸成されていくと思います。２８年度はそういう地域のお世話やきさんに集まっていただ

いて、情報交換会とか、あるいはノウハウを教えあったりするような場を設けて、そうい

う方々を育成する事業を始めました。引き続き若者の結婚の希望がかなえられるように市

町村と協力して努力してまいりたいと思います。

少子化に歯どめをかけたり出生率を上げるには、まずは結婚する若者がふえな近藤委員

いとどうしようもありませんので、その点よろしくお願いしておきます。ありがとうござ

います。

事前通告を失念しておりました。１点だけですが、主要な施策の成果の５２ペ小嶋委員

ージ、ドクターヘリの関係についてお伺いしたいと思います。
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活動指標と成果指標でそれぞれ評価はＡ、Ａとついておりますが、今後の課題にしろ、

事業の成果の項目にしろ、要請に応じた運行を行うため、あらかじめ目標値を設定するこ

とは不適当ということも書かれておりますし、成果指標の中にはあらかじめ目標を設定す

ることはなじまないということを書かれております。もちろん私もそう思います。

数字的に見ましても、２６年度、２７年度、目標値に対して実績値がしっかり上がって

１００％、成果指標につきましても目標値と実績値がそのとおりに上がって１００％とい

うことになっていますから、この評価の仕方そのものがこの事業になじまないのではない

かと、このように私も思います。

そこで、そうであれば、次年度以降、これをどのように評価をしていくかということが

課題として上がってくると思いますが、その点、まず１点お伺いをしたいと思います。

それから、今後の課題の中で、救命率の向上のために頑張っていただいております。非

常に大きな成果が上がっていると思いますが、救命率の向上の実績について、もう１点お

伺いしたいと思います。

２点お尋ねいただきました。最後の救命率の向上についての実績とい廣瀬医療政策課長

うことなんですが、ここにありますように、出動件数は、成果指標にありますように、大

体５４０件ぐらい出動しています。その中で、具体的なデータというのはあれなんですけ

れども、このドクターヘリが飛ばなかったとき、ドクターヘリがなかったら亡くなってい

たんではないかというデータというか、推計値がありまして、ただ、久留米大学ですとか

大分大学でいろいろ検討する中で、約１０％ぐらい、もしこのドクターヘリがなかったら

亡くなっていたんじゃないかと言われています。久留米大学では８％ぐらい、大分大学で

は１０％。さらに、今後ドクターヘリが飛ばなくて救急車搬送していた場合、障がいの度

合いがもっとひどくなっていたんではないかという患者さんまで含めますと２０％ぐらい

あったんじゃないかと。

ですから、この成果指標にあります五百数十件の件数の中で、それを簡単に当てはめま

すと、５０人から七、八十人ぐらいは、かなりの部分でこのドクターヘリの効果があった

のではないかと思っております。

それから、先ほど委員言われましたように、この評価の指標ですけれども、非常に私ど

もも悩んでいまして、アウトプット、要はこのドクターヘリでどんな成果があったのかと

いうのは、実際どれだけの患者さんが亡くならなかったのかと、なかなか出せないところ

もありまして、どうしてもこの飛んだ回数ですとか、要請のあった回数で今のところは評

価、指標に対して上げさせていただいているところです。

どちらにしても、この指標についてはいろいろと検討しながら、何が正しいのかとか何

が１番ふさわしいのかをしっかりと考えていきたいと思っております。

冒頭申し上げましたように、この様式というか、このフォーマットに基づいた小嶋委員

評価の仕方は、私はある意味ではやめるべきではなかろうかと思っていますので、ここは

別の方法で報告をしっかりするとか、あるいは監査を受けるとかいうことなども、この事

業そのものがそういうことに入ってくると思うので、方法はいろいろと検討いただければ

と思います。

それから、２つ目の実績については、さらにこれを伸ばしていただけるようにぜひよろ

しくお願いいたしたいと思います。
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個別の事業２件について、質問させていただきます。桑原委員

まず、主要な施策の成果にありますおおいた出会い応援事業についてですが、木田委員

の質問で内容はわかったんですけれど、もうちょっとわからないところを質問させてくだ

さい。

まず、情報交換会参加者数で、これは人数が出ているんですけれども、市町村は１０市

町村、そしてこのＮＰＯとか企業がどれぐらい参加されたのかということを教えてくださ

い。そして、このポジティブキャンペーンでテレビやラジオ等を活用となっていますけれ

ども、今、若者はネットでＳＮＳとかを使って見る方が多いと思うんですけど、そういう

ところへの発信をされているのか確認させてください。

それと、この出会いの場づくりは、木田委員への答弁で委託しているということなんで

すけれども、委託するに当たっての公平性とかどうやって担保されているのか。そして、

そもそもこの出会いの場づくりというのは民間でもできることですけれども、これが民業

圧迫になっていないか、その辺のご見解。

そして、最後にそもそもの現状・課題のところに出てくる未婚化、晩婚化が進んでいる

という１番の原因は何だとお考えかを教えてください。

次に、別の事業が（１）障がい者が安心して暮らせる地域生活の推進のところにぶら下

がってくる事業の中にあると思うんですけれども、ちょっとわからないので質問させてく

ださい。

今、台風が来ておりますけれども、１６号のときも県下に随分避難勧告が出ました。佐

伯市でも全戸に対して避難勧告が出ました。そういった中で、障がいをお持ちの方で、避

難をするのに支援を要する方、ひとり暮らしの方も多数いらっしゃいます。そういった方

への対応はどの事業でされているのか、内容と一緒に教えてください。

おおいた出会い応援事業について、幾つかご質問いただきました。二日市こども未来課長

まず、情報交換会を市町村の職員はもちろんですけれども、それからＮＰＯや企業など

の職員の方がどのぐらい参加されたかということなんですが、人数は今手元にございませ

ん。合計の参加者数はここにあるとおりです。大分県内の婚活イベントなどを実施してい

る大分市を中心とした小さな事業所さんが幾つかありますが、そういうところはほとんど

ご参加いただいています。ノウハウの共有という意味もありまして、ご参加いただいてい

ます。

それから、結婚ポジティブキャンペーンに関するネットの情報発信をということでござ

いましたが、ＹｏｕＴｕｂｅによる動画配信や、それから若い方向けに映画館での映画上

映前のＣＭなどと組み合わせて放映しております。また、ＦＭラジオの番組なども放送で

使っています。当然専用のホームページも開設しております。

それから、出会いの場づくりの事業などについて、委託事業実施の事業者を選考する際

の公平性についてでございますが、これは提案競技でコンペを行いまして、審査会を設け

て、金額、内容で審査していただいて業者を決定しております。

民業圧迫になるのではないかというご指摘をいただきました。県の婚活のイベントにつ

きましては、これをずっと恒常的にたくさんの登録者などを抱えてやるというものは考え

ておりませんで、市町村や各種団体などの婚活への取り組みの呼び水となるような事業と

考えております。現に、婚活のイベントなどを実施している事業所さんからも、県が始め
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たことで事業に勢いがついているという声も具体的にお聞きしております。

それから、未婚化、晩婚化の原因でございます。いろいろな説がありますので、私もこ

れが答えですというのは持ち合わせておりませんが、やはり高学歴化が進み、若者にとっ

ていろいろな楽しみができて結婚が先送りされている、先送りしているうちに結婚の時期

を逸してしまうという状況があるのではないかと考えております。

災害時における障がい者等の避難についてでございます。大戸地域福祉推進室長

まず、高齢者や障がい者など、災害時において避難行動に支援が必要な方については、

災害対策基本法におきまして、市町村でその名簿を作成するということが義務づけられて

おります。その次でございますけれども、それぞれ支援が必要な方１人１人についての個

別計画を作成する。これは努力目標になっておりますけれども、こういった仕組みでござ

います。

現在、全ての市町村において名簿の作成は完了しております。今、市町村において行っ

ているのは、個別計画の作成を進めているところでございます。事業としては、事業別説

明書でいきますと６７ページの災害救助費、下のほうになりますけれども、救助対策費に

なろうと思います。事業費があるわけではございませんが、市町村への指導等を会議を開

催して行っているところでございます。

まず出会い応援事業にご答弁いただきまして、根本原因が高学歴化、それに伴桑原委員

う晩婚化等々というところは、確かにそのとおりだと思います。

もう１つやはり、これ木田委員も言われていましたけれども、出会いの場がないという

よりは、結婚したい相手との出会いがないというか、結婚したくても、収入のところです

よね。やっぱり収入が少ないから結婚なんて到底考えられないというところがかなり大き

な比率を占めていると考えております。

そういう意味では、この出会いの場づくり自体をずっと続けるわけではないというご答

弁で安心しましたけれども、行政はどうしてもこういう事業は非効率になってしまいます

ので、できるだけ民間に任せられるように、民間に火がつくような形で今後も進めていた

だきたい。そういう意味では、木田委員も言われていましたけれども、この福祉保健部だ

けではなくて、商工労働部等々と、やっぱり縦割りだけじゃなくて横の連携をしっかりし

て、婚活産業というものが産業として成り立つぐらいのところをしっかりとつくっていた

だきたいと考えております。

あと、小さいところですけれども、やっぱりＳＮＳを利用しての広告、県のホームペー

ジへの誘導もどこから来たというのは全部わかると思うんですね、スマホからどこを通し

てきたと。そういったものを解析して、効率的な運用をしていただきたいと思っておりま

す。

そして、障がいをお持ちの方の避難に関しましては、これ今まさに市でつくっていると

いうところだと思うんですけれども、なかなか大変な作業になると思いますので、県の助

言とか力添えもしっかりしていかないと進まないと思いますので、よろしくお願いしたい

と思います。

それでは、次に、事前通告が１名の委員外議員から出されていますので、河野副委員長

委員外議員の質疑を行います。

１点だけ、事業別説明書の７２ページの地域医療介護総合確保推進事業。堤委員外議員
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これは昨年の予特でも確認したんですけど、そのときの答弁が、国において２０１７年度、

１年５カ月後、廃止期限の療養病床をどうするか検討していると答弁をされておりますけ

れども、その後の動きがわかれば。

それと、また県内関係者、かなりこれもいろんな意見が病院等もあるんですけれども、

そういう意見等を確認しているのかどうかという点についてお伺いします。

介護療養病床について、高齢者福祉課でやっておりますので、私か清末高齢者福祉課長

ら答えさせていただきます。

確かに、介護療養病床については、平成１７年から２３年度末までで一旦廃止するとい

う方向が打ち出されて、老人保健施設などへ転換が進まなかったことから、２９年度まで

廃止が延長されたというのがございます。

それで、２点ご質問がありました。１点目の今の国の動きはどうなのかということなん

ですけれども、療養病床のあり方につきましては、ことしの１月に国の療養病床の在り方

等に関する検討会で新たな選択肢の整理案を取りまとめたところです。今、配置基準を少

し変えた医療の来訪型のものと、医療機関に併設した幾つかの類型パターンを出していま

す。その整理案をもとに、ことしの６月から社会保障審議会の療養病床の在り方等に関す

る特別部会において、今まさに議論されているところであります。国の動きについては以

上のとおりです。

それで、県内の医療機関の方々からの意見につきましては、こうした動きについて、ま

ず療養病床を減らすことは医療資源を潰すことになるので、現在の療養病床をうまく利用

できるような形で転換できるようになればいいという意見や、慢性期の病床を少し減らさ

ないといけないという方向性はよいと思うが、介護療養病床が廃止されると、急性期の病

床を退院した人の受け皿が減ってしまうため、よく考えてほしいというような意見がある

とうかがっております。

国の検討会について、大体いつごろまで結論を出すとされているかという堤委員外議員

のがわかれば。

それと、今言った県内の各医療機関のそういうさまざまな意見をまとめたようなものは

あるんでしょうか。もしあればそれを欲しい。なければいいんだけれども、そこら辺をも

う一遍だけ。

今まさに３回目の部会がきょう開かれておりまして、一応年内をめ清末高齢者福祉課長

どと聞いています。

それともう１つ、医療機関の意見をまとめたものについてはちょっと……。

今の意見というのは個別に私どもがいろんな会議の場で、そういった廣瀬医療政策課長

療養病床の話にたまたまなったときに、何人かの先生がおっしゃっていたということで、

特にメモとかそういうものは残っていません。

それでは、ほかに委員外議員でご質疑がある方はいらっしゃいませんか。河野副委員長

決算附属調書の１５ページ、母子衛生費で不用額が９，８００万円、約衛藤委員外議員

１億円近く出ておりまして、ここの内容を拝見すると、特定不妊治療医療費が見込みを下

回ったことによる、とございます。

もう１個、決算事業別説明書の８２ページを拝見すると、不妊治療費助成事業について

の記載がございます。予算額が２億１，５００万円、事業別決算額が１億６，６００万円
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という形でございます。

済みません、ここの数字の関係がよくわからないんですけど、事業別説明書の差額を見

ると、約５千万円弱となっていまして、これは母子衛生費のところの約１億円の中でこれ

が５千万円で、あとはそれ以外という理解でいいのか。

それと、ここの高齢の不妊治療に関して、県単費で去年出して、かなり目玉の事業にな

っていると思うんですけれども、ここの実際の需要と供給というのが、需給ギャップがか

なり出てきていると思うんですけれども、そこの分析をどのようにされて、今年度予算は

もう通過してしまっているんですけれども、今年度の事業の中でどのように反映されてい

くおつもりなのか、その点をお伺いいたします。

これは昨年度まで健康対策課が所管しておりましたので、私か藤内健康づくり支援課長

ら答えさせていただきます。

今、議員ご指摘の１５ページの不用額、母子衛生費９，８９２万円余りの不用額につき

ましては、実際にこの不妊治療費助成事業費及び子ども医療費助成事業費の不用額の合計

額でございます。

そこで、こちらの事業別説明書の８２ページをごらんいただきますと、ちょうど不妊治

療費助成事業の上に子ども医療費助成事業費がございます。そこの子ども医療費のほうも、

この９億８，６００万円に対して９億４千万円で、実は４，４９３万８千円ほどこの決算

で不用額が出ております。それと、不妊治療費のほうは２億１，５００万円に対して１億

６，７００万円ということで、ここで４，８３８万円の不用が出ておりまして、その両方

合わせた額が大体先ほどの９，８９２万円という額になりますので、実際に９，８００万

円ではなくて、その半分が不妊治療費助成事業ですので、確かに目玉としてスタートをし

たにもかかわらず、１０月から、年度の後半からということもあって、特にスタートさせ

るまでのＰＲ、特に不妊治療をしている医療機関に全てご案内したんですが、実際まだ治

療をお考えになっていない、そういう夫婦の方にこういう県が新たに助成枠を拡大しまし

たということが十分に伝わらなかったのではないかなと考えております。

２８年度の部分については、また答弁をバトンタッチしたいと思います。

不妊治療費の助成につきましては、２７年度に大きな見直しを行二日市こども未来課長

って額を上げたことによって、指定している医療機関の先生方は、若い方の受診がふえて

きたようだという評価もいただいております。

申請自体はまだ伸びてきているという数字まで把握しておりませんけれども、今後も広

報などを充実させて、必要としている方々に情報が届くように努力してまいりたいと考え

ております。

それでは、本日の質疑等を踏まえ、ほかに全体として何か質疑がある方は河野副委員長

いらっしゃいませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別にないようですので、これで質疑を終わります。河野副委員長

それでは、これをもって福祉保健部関係の審査を終わります。

執行部はお疲れさまでした。

これより内部協議に入りますので、委員の方はお残りください。
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〔福祉保健部、委員外議員退室〕

これより、決算審査報告について内部協議に入ります。河野副委員長

先ほどの福祉保健部の審査における質疑等を踏まえ、指摘事項や来年度予算へ反映させ

るべき意見・要望事項等の取りまとめについてご協議いたします。

ご意見、ご要望がありましたらお願いいたします。

先ほどの委員の意見を踏まえて委員長に一任します。麻生委員

それでは、本日の審査における質疑を踏まえ、委員長にご一任いただきた河野副委員長

いと思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

それでは、そのようにさせていただきます。河野副委員長

以上で、福祉保健部関係の審査報告書の検討を終わります。

暫時、休憩いたします。

１１時５７分休憩

１３時００分再開

休憩前に引き続き、委員会を開きます。御手洗委員長

これより、商工労働部関係の審査に入ります。

執行部の説明は、要請した時間の範囲内となるよう要点を簡潔・明瞭にお願いします。

それでは、商工労働部長及び関係課室長の説明を求めます。

平成２６年度決算特別委員会審査報告書に対する措置状況についてご神﨑商工労働部長

報告いたします。

まず、お手元の平成２６年度決算特別委員会審査報告書に対する措置状況報告書の５ペ

ージをお開きください。

５ページ、（２）収入未済額の解消について、中小企業設備導入資金の措置状況をご報

告いたします。右側の措置結果の欄をごらんください。

中ほどの３段落目に記載していますが、収入未済につきましては、財源の確保や公平な

負担を徹底するため、主債務者の経営状況や連帯保証人等の所得、資産の実態把握を行い、

新たな延滞の発生防止や未収債権の回収に努めているところです。平成２７年度において

は、約１，０３１万円を回収したことから、２７年度末の収入未済額は２６年度末と比較

し、回収額分減少しました。今年度も、債務者等に対する積極的な交渉等により早期回収

の徹底、強化を図り、収入未済額の減少に努めてまいります。

続きまして、１４ページをお開きください。

（３）個別事項の⑤総労働時間の短縮についてご報告いたします。

右側の措置結果の欄をごらんください。

平成２６年の毎月勤労統計調査では、本県の５人以上の事業所の総実労働時間は、全国

より４６．８時間長く、就業形態別では一般労働者が１２．０時間、パートタイム労働者

が２７．６時間長くなっております。パートタイム労働者は多様な勤務形態があり、単純

な比較が困難であるため一般労働者について全国と比較すると、所定内労働時間は４３．

２時間長く、所定外労働時間は３１．２時間短く、出勤日数は４．８日多くなっておりま

す。出勤日数と労働時間は連動することから、出勤日数が多いことが総実労働時間が長く
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なっている要因と思われます。また、出勤日数が多いことは、有給休暇の取得が少ないこ

とをあらわしていると推察できます。このため、これまでもアドバイザー派遣など、ワー

ク・ライフ・バランスの推進に取り組んできたところですが、今年度はこれまでの取り組

みに加え、企業内で働き方改革を実践するリーダー養成講座を大分市と日田市の２カ所で

開催するほか、すぐれた取り組みを進めている県内企業を表彰し広く紹介する事業や、九

州・山口各県と連携した広報、啓発活動などにも取り組み、労働時間の短縮などの実現に

向け一層の努力を続けてまいります。

続きまして、平成２７年度の商工労働部関係の決算につきましてご説明申し上げます。

お手元の平成２７年度一般会計及び特別会計決算事業別説明書の１３７ページをお開き

ください。１３７ページが商工労働部の平成２７年度歳出決算総括表になります。

一般会計の歳出決算額は、１番上の表の左から４列目、支出済額欄の欄でございますけ

れども、その１番下に記載されております。総額で３６８億７，８７４万９，３３５円で

ございます。

また、その次の中小企業設備導入資金特別会計の表でございますけれど、歳出決算額は

真ん中の表の支出済額欄の１番下にありますように１億９，３９４万６００円となってお

ります。

さらに、その下の流通業務団地造成事業特別会計の歳出決算額ですけれども、１番下の

表の支出済額欄の１番下にありますように６億４，５１３万１，１１５円になっておりま

す。

続きまして、主な事業でございますけれども、別冊の平成２７年度における主要な施策

の成果にてご説明いたします。こちらの資料になります。

商工労働部関係は、９５ページから１２７ページになります。

まず、９５ページをお開きください。自動車関連産業企業力向上事業でございます。

この事業は、大分県自動車関連企業会を推進母体として、県内地場企業の技術力向上や

人材育成を行い、自動車関連産業への新規参入、取引拡大を図ることを目的としています。

２７年度は、アドバイザーによる現場技術指導や製造ライン改善のためのセミナーを開催

するとともに、金型保全技術の習得講座を実施し、県内企業の技術力向上に努めました。

また、受注獲得のため、九州各県と連携した展示商談会を開催し２６社が参加しました。

今後も機能部品への新規参入支援等により、県内企業の受注拡大を図ってまいります。

続きまして、９８ページをお開きください。食品産業成長促進事業でございます。

この事業は、県内食品加工企業を会員とする企業会の活動を支援し、食品産業全体の底

上げを図ることを目的としています。２７年度は、コーディネーターによる企業、生産者

等のマッチングで、商品開発や販路開拓、生産技術の向上を支援することで、ハラル認証

を１社取得したほか、国内最大規模の展示会への出展で５社の商談が成立するなど、新規

市場の開拓を行いました。今後も、企業会の活動を通じて、県内食品産業全体の成長を促

進してまいります。

続いて、９９ページをごらんください。おおいた味力アップ商品創出支援事業でござい

ます。

この事業は、中小食品製造企業に対して、味分析を指標として商品開発等の支援を行う

ことで、既存商品の磨き上げと情報発信並びに開発力の強化を目的としています。２７年
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度は２９の商品を選定し、味分析や商品ＰＲ等の支援を行いました。今後は継続開発とな

る商品の完成と、開発を支援した商品のＰＲの実践や商談成立につなげることで、事業効

果を拡大してまいります。

続きまして、１０２ページをお開きください。エネルギー関連産業成長促進事業でござ

います。

この事業は、エネルギー産業を大分県経済の新たな牽引産業に育成することを目的とし

ています。２７年度は、地熱、温泉熱、小水力などの分野別ワーキンググループを立ち上

げ、温度差発電や小水力発電の遠隔監視システムなどの研究開発や販路開拓を行いました。

また、東京でのエネルギー関連の展示会へ初めての出展を支援し、５件の商談が成立いた

しました。今後も、大手企業や研究機関などと地場企業とのマッチングを強化し、エネル

ギー産業の裾野を広げてまいります。

続いて、１０３ページをごらんください。新エネ・省エネ導入加速化事業でございます。

この事業は、熱利用を含めた新エネルギーや省エネルギーの導入促進を加速化させるこ

とを目的としています。２７年度は、本県の強みである温泉熱の有効利用を推進するため、

県内７カ所の泉源で具体的な活用方法の提案やモデルとなる温泉熱利用設備の導入を支援

いたしました。本事業は２７年度末で終了しましたが、引き続き先ほどご説明いたしまし

たエネルギー関連産業成長促進事業により、エネルギーの有効的な活用を図ってまいりま

す。

続いて、１０４ページをお開きください。企業立地促進事業でございます。

この事業は、新たに立地した企業や増設を行った企業の設備投資額や新規雇用者数等に

応じて助成を行い、企業誘致を円滑に、かつ、より一層の推進を目的としています。

２７年度は、６件の助成を行うとともに、この補助制度をインセンティブとして企業誘

致活動を行った結果、目標を大きく上回る３０件の企業立地を実現しました。

今後も、企業の進出意欲を喚起し、企業立地の促進を図ってまいります。

続きまして、１ページ飛ばして１０６ページをごらんください。おおいたスタートアッ

プ支援事業でございます。

この事業は、創業の裾野拡大により県下各地での多様な仕事づくりを支援するとともに、

成長志向の高い起業家の発掘、育成により雇用創出型企業や高成長ベンチャー企業の創出

を図ることを目的としております。２７年度は、おおいたスタートアップセンターを中心

に、市町村や商工団体等と連携しながら、創業の裾野拡大のためのセミナー等を１５市町

で６４回開催したほか、創業支援者向けの実践型研修や成長志向起業家向けの集中セミナ

ーを開催した結果、年間５００件の創業の目標を上回る５１３件の創業を達成いたしまし

た。今後も、留学生の県内起業促進や民間起業サークルとの連携など新たな取り組みも加

えながら、県下各地での多様な仕事づくりを推進してまいります。

続いて、１０９ページをごらんください。地域牽引企業創出事業でございます。

この事業は、持続的な成長を通じて地域の雇用や産業活力を生み出し県経済をリードす

る地場中小企業の創出を図ることを目的としています。２７年度は１７社の応募があり、

自社開発した工事進捗管理システムにより新たな市場開拓に挑戦する、大分市のネオマル

スコーポレーションなど３社を認定しました。また、認定企業が行う高度人材確保や販路

開拓、設備投資などを支援するとともに、サポートチームによる経営分析や情報提供等の
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フォローアップを行いました。今後も外部専門機関等と連携し、認定企業の経営計画の達

成に向け総合的な支援を行ってまいります。

続きまして、１１１ページをごらんください。小規模事業支援事業でございます。

この事業は、商工会等が取り組む経営改善普及事業を支援することで、小規模事業者の

振興と経営の安定を図ることを目的としています。２７年度は、経営指導員等による経営

革新や創業などの巡回指導を３万２，１１５回実施しました。今後も経営発達支援計画の

認定を促すなど、小規模事業者支援を強化してまいります。

続きまして、１１４ページをお開きください。がんばる商店街総合支援事業でございま

す。

この事業は、商店街が行うイベントや高齢者対策などの社会的課題に対応した取り組み

等を、市町村と一体となり支援することで、個店の売上増を図ることを目的としておりま

す。２７年度は、豊後竹田駅前商店街の空き店舗を交流スペースとして整備する取り組み

や府内５番街でのジャズイベントにオープンカフェを出店し売上増を図る取り組みなど、

県下１２カ所の取り組みを支援しました。これにより、９件の取り組みで売上増などの数

値目標を達成することができました。今後も市町村との連携をより密にし、地域に密着し

た事業展開を行う商店街活動の推進や魅力ある個店づくりを支援してまいります。

続きまして、１１６ページをごらんください。県産品販路開拓支援事業でございます。

この事業は、商談会や百貨店、スーパーでの催事等を実施することで、県産品の販路開

拓、拡大を図ることを目的としております。２７年度は県産品求評・商談会を開催し、県

内加工食品メーカー７３社と県内外の食品バイヤー２０７名との間で、２４４件の商談が

行われ、そのうち６３件が成約しました。また、スーパー３社と連携して開催した大分フ

ェアのうち、イオン九州グループでは３日間で約９千万円の県産品を売り上げました。今

後は、バイヤーの招聘を通販や百貨店など業態別にターゲットを絞る形に改め、さらなる

成約率の向上を目指すなど、県内企業の取引機会創出と県産品の消費拡大を促進してまい

ります。

続きまして、１１７ページをごらんください。中小企業ＩＴ経営推進事業でございます。

この事業は、県内中小企業のＩＴ化と生産性向上を促進することを目的としています。

２７年度は、自社の課題解決につながるＩＴ活用方法を学ぶ研究会や、情報セキュリティ

に関するセミナー等を合計２３２人の参加により開催し、県内中小企業のＩＴ利活用知識

の向上を図りました。なお、本事業はこれまでの成果を踏まえ、次に説明するＩＣＴ・デ

ータ利活用推進事業に統合し、ＩＴを活用した経営に取り組む中小企業を支援してまいり

ます。

続いて、１１９ページをごらんください。先ほど申し上げましたＩＣＴ・データ利活用

推進事業でございます。

この事業は、自社に蓄積されたデータ等をＩＣＴを活用して分析し、新サービスの創出

や経営課題の解決に取り組む企業を支援することで、イノベーションの創出や生産性向上

を図るものであります。２７年度は、県内中小企業１０８社１３３名の経営者や幹部社員

等を対象に、データ分析手法の基礎知識を習得するグループ研修を実施いたしました。今

後は、自社データ分析の高度な演習やＩＴ経営計画書の作成演習を実施し、個々の中小企

業のイノベーションの創出等を促進してまいります。
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続きまして、少し飛びまして１２４ページをごらんください。障がい者雇用総合推進事

業でございます。

この事業は、障がい者の一般就労の促進を目的としております。２７年度は、企業等の

現場において短期間の雇い入れ体験を実施するとともに、センターに配置した就業支援員

によるマッチングが進んだことで、２１１名の就職に結びつきました。今後も多様な訓練

先の確保と、訓練から就労後までの支援体制の充実により、障がい者の就労を支援してま

いります。

続きまして、次の１２５ページをごらんください。おおいたＵＩＪターン就職促進事業

でございます。

この事業は、県内中小企業の人材確保及び職場定着に加え、県外に在住するＵＩＪター

ン就職希望者の就職支援を行うことを目的としております。２７年度は、おおいた産業人

財センターの職員を増員し、県外相談会に積極的に参加したことなどで、目標を上回る７

３社の人材確保と１１９人のＵＩＪターン就職希望者の就職決定につながりました。

今後は、人と仕事を結びつける県内各地域のさまざまな仕事情報を集約するとともに、

県内企業とＵＩＪターン就職希望者との交流の場を提供し、さらなるＵＩＪターンの推進

を図ります。

続きまして、１２６ページをお開きください。ワーク・ライフ・バランス実践支援事業

でございます。

この事業は、県内中小企業の人材確保や生産性向上のために、育児や介護と仕事を両立

できるよう働き方を見直し、ワーク・ライフ・バランスの推進を目的としております。２

７年度は、意識改革のためのセミナー開催や男性の育児休業取得に積極的なモデル企業の

掘り起こしなどに取り組み、モデル企業は２６年度の２１社から３１社に増加しました。

今後は、長時間労働の是正や柔軟な勤務体制の整備など、誰もが安心して働き続けられる

職場環境づくりを支援してまいります。

平成２７年度における主要な施策の成果に係る商工労働部関係部分の説明は以上でござ

います。

その他、決算内容につきましては、後ほど担当課室長から説明いたします。

続きまして、私から平成２７年度包括外部監査結果のうち、商工労働部関係部分につい

てご報告いたします。

お手元の平成２７年度行政監査・包括外部監査の結果の概要の２ページをお開きくださ

い。

資料の中ほどの中段の３にありますように、今回の監査でございますけれど、試験研究

機関についてをテーマに、商工労働部所管の産業科学技術センターでは、この４に記載さ

れております着眼点に基づき監査を受けまして、８項目の着眼点で監査を受け、監査の結

果を２件、意見を４３件をいただいています。このうち、結果２件と主な意見につきまし

てご説明申し上げます。この結果と申しますのは、この２ページの右側の真ん中にござい

ますけれども、監査の結果と意見という２つのカテゴリーがございます。

それでは３ページをごらん願います。監査の結果について２件ご説明いたします。

②産業科学技術センターの表の１番目、起案書の決裁日記入は備品購入に係る起案書の

決裁日が物品調達伺いの決裁日よりも後の日付となっていたものや、起案書の決裁日が未
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記入となっているものが確認されたというものでございます。

また、２番目の消費税の算定については、委託契約書の消費税の算定式において１００

分の８と記載すべきところを、誤って１００分の５と記載されていたものでございます。

実際には消費税率は８％で算定されており、契約金額自体には影響はありませんでした。

これらについては、指摘後、速やかに是正いたしましたが、事務手続に係る理解不足や

手続書類のチェックを担当者１名で行っていたことが原因であることから、今後は職員に

対する関係例規の周知徹底を図るとともに、複数名によるチェックを行ってまいります。

続きまして、１１ページをごらんください。こちらは監査の意見についてでございます。

１番上の試験研究テーマの選定ですが、研究テーマの選定時にどのようなニーズ情報に

基づいて発案されているのかが整理されておらず、客観性や明瞭性に欠けるというご意見

であります。今後は、ニーズの調査分析における客観的手法の確立に向け、企業からの技

術相談内容や企業訪問によるニーズ情報等を分類化するとともに、研究評価実施要領を改

訂し、提案時にどのニーズ情報による発案か明記させるようにいたします。

このようなご意見を４３件いただいておりますけども、改善できるところは直ちに改善

し、引き続き産業科学技術センターをものづくり現場の技術支援機関として、県内産業振

興への寄与に向けた研究開発や技術支援に努めてまいります。

私からは以上でございます。

ここからは、商工労働部の決算につきまして、各課室ごとにご説武藤商工労働企画課長

明を申し上げます。お手元の資料のうち、白表紙の決算附属調書と２７年度一般会計及び

特別会計決算事業別説明書の２冊を主に使ってご説明をさせていただきます。

初めに、商工労働企画課の決算について、主なものをご説明申し上げます。

まず、決算附属調書の１６ページをお開きください。

不用額調書ですが、科目欄の下から３行目、中小企業総務費４２１万７，１０３円は、

職員人件費や事務運営費などの所要額が見込みを下回ったこと及び経費の節減によるもの

です。

次に、個別事業についてご説明を申し上げます。

もう１冊の厚いほう、一般会計及び特別会計決算事業別説明書の１３９ページをお開き

ください。

下の表の上から２番目、組合育成指導費、決算額１億１７４万５千円は中小企業団体の

健全な発展と活性化を図るため、大分県中小企業団体中央会が指導員を設置して行う、各

種組合の設立、管理、事業運営等の相談、指導等に要する経費に対して助成したものでご

ざいます。２７年度は、創業支援や販路開拓支援などの巡回指導を延べ２，６０２回実施

いたしました。今後とも、組合管理者や若手組合員への研修会の実施など、組合組織の活

性化に資する取り組みを支援いたしますとともに、指導員等の指導力や資質向上の取り組

みを支援してまいります。

以上でございます。

では、私から経営創造・金融課の決算について、主なものをご佐藤経営創造・金融課長

説明をさせていただきます。

まず、中小企業設備導入資金特別会計についてでありますけども、決算附属調書の５１

ページをお開きください。



- 31 -

不用額調書でありますが、表の１番左、科目欄の上から３つ目の項目、中小企業設備導

入資金特別会計のうち、予備費３億５，２１４万６千円は、小規模企業設備資金貸付事業

の根拠となる法律が、全国的な利用者の低迷により平成２７年３月末をもって廃止された

ことに伴いまして、当該貸付事業に係る繰越金につきまして、平成２８年度に国への償還

及び一般会計への繰り出しを行うため、予備費として繰り越したものであります。

次に、５３ページをお開きください。

収入未済額調書でございますけども、科目欄の上から２つ目の項目、中小企業設備導入

資金特別会計のうち、諸収入１０億２，５０４万８，９６８円につきましては、高度化資

金の貸付先の倒産や経営不振などにより延滞となっているものでございます。

次に、個別事業についてご説明をさせていただきます。

一般会計及び特別会計決算事業別説明書１４１ページをお開きください。

１番上の大分発ニュービジネス発掘・育成事業費決算額２，８００万円は、ベンチャー

企業の発掘、育成のため、ビジネスプランコンテストを行い特に優秀なプランを表彰する

とともに、その事業化に要する経費に対して助成したものでございます。２７年度は、県

内外から５６件の応募がございまして、審査の結果６件のビジネスプランを表彰いたしま

した。

次に、１４２ページをお開きください。中小企業設備導入資金特別会計についてご説明

いたします。

上の表の事業説明欄の上から２番目、償還金として決算額９，６５８万３千円をその下

繰出金として決算額６，６４０万５，６００円を掲載しています。これは、高度化資金の

貸付先である事業者からの返済金につきまして、中小企業基盤整備機構と県との貸付時の

負担割合に応じまして、機構への償還及び一般会計への繰り出しに充当したものでござい

ます。

以上でございます。

工業振興課の決算について、主なものをご説明いたします。工藤工業振興課長

決算附属調書の５ページをお開きください。

歳入決算額の予算に対する増減額調書でございますけども、科目欄の１行目、商工費国

庫補助金のうち減収となったものの１行目、地方創生加速化交付金１億１，３３８万３千

円は、ものづくり産業地域連携推進事業などの繰越明許によるものです。

次に、１７ページをお開きください。

不用額調書でございますが、科目欄上から２行目の工鉱業振興費５，６５６万４，９２

３円は、中核食品加工企業育成事業費などの所要額が見込みを下回ったこと及び経費の節

減によるものでございます。また、２つ下の産業科学技術センター費３２５万５５１円は、

産業科学技術センター運営費などの所要額が見込みを下回ったこと及び経費の節減による

ものでございます。

続きまして、決算事業別説明書でございますが、１４６ページをお開きください。

下から５番目、地熱フル活用おおいた新活力創出事業費、決算額１億１２７万６，３２

０円は、地熱・温泉熱エネルギーの複合利用の普及を図るため、別府市の農林水産研究指

導センター花きグループに、経済産業省の補助金を使って地熱利用型スマート農業ハウス

を建設したものです。２７年度には５００人以上の見学者が訪れるなど、大分県の地熱利
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用をＰＲする拠点となりました。

以上でございます。

産業集積推進室の決算につきまして、主なものをご説明いたしま稲垣産業集積推進室長

す。

一般会計及び特別会計決算事業別説明書の１４７ページをお開き願います。

上から５番目、半導体関連産業雇用創造事業費決算額１億４，８３６万７，２４３円は、

日本テキサスインスツルメンツの工場閉鎖など県内半導体製造企業の事業再編等に対応す

るため、平成２５年度に国の戦略産業雇用創造プロジェクトの採択を受けて３カ年事業と

して開始しまして、２７年度が最終年度となりました。この事業で、企業に対する研究開

発等への助成や新たな事業分野への進出支援等を行いまして、企業の競争力を強化するこ

とにより雇用機会の拡大を図るとともに、求職者のスキルアップと雇用定着を図るＯＪＴ

支援など、求職者が円滑に再就職できるよう支援を行ったものでございます。２７年度は、

１７６社の企業訪問を行い、雇用の受け皿づくりや求職者のスキルアップなどに取り組む

企業の支援を行った結果２０５名、平成２５年度からの３カ年で４２４人の雇用を創出し

ました。

以上でございます。

情報政策課の決算について、主なものをご説明いたします。工藤情報政策課長

まず、決算附属調書の４ページをお開きください。

歳入決算額の予算に対する増減額調書ですけれども、増減理由の１番上、地方公共団体

情報セキュリティ強化対策費補助金１億２，８００万円の減収でございます。これは、県

及び市町村がより高度な情報セキュリティ対策を共同で実施するための基盤を構築する、

自治体情報セキュリティクラウド整備事業費の繰越明許によるものです。

次に、１３ページをお願いいたします。

不用額調書でございますが、１列目、科目欄の中ほどの企画費のうち、４つ目の電算管

理費６７８万６，８２１円は、主に庁内情報基盤運営管理事業で地方総合庁舎のＬＡＮ改

修の工事請負費が見込みを下回ったこと及び電子計算組織運営費の需用費等の節減による

ものでございます。

次に、個別事業についてご説明いたします。

一般会計及び特別会計決算事業別説明書の１５０ページをお願いいたします。

下の第２目企画調査費の表の事業説明欄１番下の豊の国ハイパーネットワーク運営管理

事業費、決算額１億１，０６０万９，６４１円は、高速大容量の光ファイバケーブル網で

ある豊の国ハイパーネットワークの安定的な運用を図るため、保守等の運営管理業務を行

ったものでございます。

以上でございます。

商業・サービス業振興課の決算について、主なものをご森山商業・サービス業振興課長

説明いたします。

決算附属調書の１６ページをお開きください。

不用額調書ですが、科目欄の１番下、通商貿易振興費５６６万４，３２４円は、域外消

費者獲得支援事業で免税申請システムの導入支援補助金が見込みを下回ったこと及び経費

の節減等によるものです。
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次に、個別事業についてご説明いたします。

一般会計及び特別会計決算事業別説明書の１５６ページをお開きください。

事業説明欄上から２番目の東アジアビジネス推進事業費決算額３，４９２万１，５０９

円は、大分県上海事務所を拠点といたしまして、県内企業の東アジア市場におけるビジネ

ス展開を支援するとともに、現地商社等と連携しまして香港、中国、シンガポール等にお

ける見本市、商談会への出展あるいはバイヤーの招聘等を行いまして、県産品の販路開拓、

拡大を行ったものです。

以上でございます。

企業立地推進課の決算について、主なものをご説明いたします。河野企業立地推進課長

まず、一般会計についてご説明いたします。決算附属調書の８ページをお開きください。

歳入決算額の予算に対する増減額調書ですが、科目欄下から３番目の企業立地促進等基

金繰入金の３８４万５，９２２円の減収は、本基金を充当する企業導入推進事業に係る経

費が見込みを下回ったことによるものでございます。

次に、１７ページをお開きください。

不用額調書ですが、上から３行目、工業立地対策費１，０８０万１，３０５円は、企業

立地促進事業の補助金等が見込みを下回ったこと及び経費の節減によるものでございます。

続いて、流通業務団地造成事業特別会計についてご説明します。

５１ページをお開きください。

不用額調書でございますが、科目欄の中ほど、流通業務団地造成事業費の土地造成費９，

１８３万５，８８５円は、土地売払代金が見込みを下回ったことに伴い減債基金への積立

金が減少したことによるものでございます。

次に、５３ページをお開きください。

収入未済額調書でございますが、科目欄の中ほど、流通業務団地造成事業費の財産売払

収入９，１８３万５千円は、土地売買契約を締結した事業者の資金調達がおくれ、土地代

金が未納となっているものでございます。

次に、個別事業についてご説明いたします。

一般会計及び特別会計決算事業別説明書１５７ページをお開きください。

１番下の工業団地開発推進事業費、決算額２０億３，５６４万６８０円は、新たな産業

拠点の整備を図るため、大分北部中核工業団地及び玖珠工業団地の開発の事業主体である

県土地開発公社に対して事業費を貸し付けたものでございます。

続きまして、１５９ページをお開きください。

流通業務団地造成事業特別会計についてでございます。

流通業務団地造成事業費、決算額６億６６４万３，６６５円は、大分流通業務団地内に

おける安全、防災、環境対策などの維持管理業務を行うとともに、起債償還のための基金

積み立てを行ったものでございます。その下の公債費決算額３，８４８万７，４５０円は、

起債借入金の利払いを行ったものでございます。

以上でございます。

雇用労働政策課の決算についてご説明いたします。後藤雇用労働政策課長

雇用労働政策課はことし４月、労政福祉課と雇用・人材育成課を統合して再編しており

ますので、両課の決算について主なものをご説明いたします。
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まず、歳入関係についてご説明いたします。

決算附属調書の４ページをお開きください。

歳入決算額の予算に対する増減額調書でございますが、科目欄の下から２番目の労働費

国庫補助金のうち、減収となったものの地方創生加速化交付金９６８万４千円は、ＵＩＪ

ターンなど若者の県内就職を進める九州連携ふるさと若者就職促進事業費の繰越明許によ

るものです。

次に、７ページをお開きください。

科目欄の上から２番目、労働費委託金のうち減収となったものの生涯職業能力開発事業

等委託費１，２２０万１，７４３円は、離職者等能力開発促進事業において、訓練修了後

の就職率に応じて支払う就職支援経費等が、雇用情勢の改善により訓練生が修了前に早期

就職したことなどにより、見込みを下回ったことによるものでございます。

次に、９ページをお開きください。

科目欄上から４番目、緊急雇用創出事業臨時特例基金繰入金６，２３０万３４１円の減

収は、基金を充当する事業委託料や市町への補助金等が、中途退職による人件費の減少な

どにより見込みを下回ったことによるものです。

続きまして、１０ページをお開きください。

科目欄上から３番目の貸付金元利収入のうち、減収となったものの１番上の労働福祉資

金貸付金分１６３万２，４２８円は、年度内償還としている貸付金の大口申込みがなかっ

たことにより、貸付実績が見込みを下回ったことによるものでございます。

続きまして、１５ページをお開きください。

不用額調書ですが、科目欄中ほどの労働費のうち、その２つ下の労働福祉費２１８万２，

３６３円は、労働福祉金融対策事業の貸付金などの所要額が見込みを下回ったことによる

ものです。さらに、その下の職業訓練校費２，１５３万６，２０９円は、先ほど増減額調

書で説明しましたとおり、離職者等能力開発促進事業において所要額が見込みを下回った

ことなどによるものでございます。

さらに、その３行下にございます雇用対策総務費５，７３９万５，１９４円は、同じく

増減額調書でご説明しました緊急雇用基金事業の委託料や市町への補助金などの所要額が

見込みを下回ったことによるものです。

続きまして、個別事業についてご説明します。

一般会計及び特別会計決算事業別説明書の１６５ページをお開きください。

上から２番目、ジョブカフェおおいた推進事業費決算額２，１３４万８，５４０円は、

若年者を取り巻く雇用のミスマッチや早期離職等の課題に対応するため、ジョブカフェお

おいたにおいて、若年者に対し就職相談やセミナーを行うとともに、企業に対し情報発信

や採用力向上などの支援サービスを提供したものでございます。

決算関係の説明は以上でございます。

よろしくお願いいたします。

以上で説明は終わりました。御手洗委員長

これより質疑に入ります。

執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自席で起立の

上、マイクを使用し、簡潔明瞭に答弁願います。
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事前通告が１名の委員から出されていますので、まず事前通告のあった委員の質疑から

始めます。

よろしくお願いします。２点ほどあるんですが、１つが、主要な施策の成果の守永委員

１０１ページ、東九州メディカルバレー構想拠点機能強化事業についてです。事業内容欄

に、大分大学医学部附属臨床医工学センターの立ち上げ支援とあるんですけれども、この

センターの開設の状況と体制、具体的にどのような取り組みがなされているのか、教えて

いただきたいと思います。

活動指標として、このセンター主催のニーズ探索交流会が計画どおりに開催されている

ようなんですけれども、ニーズとしてどのような分野のものが何件ぐらい俎上に上げられ

ているのか、わかれば教えていただきたいと思います。

もう１点が、同じ資料の１２６ページ、ワーク・ライフ・バランス実践支援事業につい

てなんですけれども、認定企業創出モデル事業で３１社を認定し、その３１社全てで男性

社員が育休を取得したという報告がそこにあるわけですけれども、３１社での取得された

男性社員の状況や感想なりを把握されておられれば教えていただきたいと思います。

また、この事業の後継事業と言っていいんだと思うんですが、働き方改革推進事業、こ

れについて、ことしの予算特別委員会で経営者の理解を得るための取り組みについて質問

をさせていただいて、しごと子育てサポート企業認証制度の勧誘活動によって延べ９００

社を認証して、経営者への働きかけの糸口となったという答弁をいただいているんですけ

れども、この延べ９００社というのが実数で何社というふうになるのか。その認証された

会社での取り組み状況を、もし把握されていれば教えていただきたいと思います。

大分大学の医学部附属臨床医工学センターの状況等についてお答稲垣産業集積推進室長

えいたします。

同センターは、東九州メディカルバレー構想のもと、県内企業の医療機器研究開発促進

や海外展開事業における海外人材育成の拠点として活用するために、平成２７年４月に大

分大学医学部が開設し、県と産業界が連携して、その立ち上げを支援したものでございま

す。

平成２７年度には、医学部長をセンター長といたしまして、センターを統括する教授や

海外人材育成を担う講師、コーディネーター業務を行う助教など６名が配置されまして、

企業関係者が大学病院や医学部内でのニーズ探索等を個別に実施します個別臨床現場実習

を行いまして、１８社５１名の企業関係者を受け入れたところでございます。また、医療

倫理、知的財産管理などをテーマといたしました企業向けの医療機器開発研修会を６回実

施したほか、タイの医療関係者への日本式医療施設のＰＲ等を行ったところでございます。

ニーズ探索交流会におきましては、看護部とか集中治療室等から、例えば連続して使用

できる負担の少ない血圧計や、また、動かしやすい自走するストレッチャーの開発など、

約５０件の機器改良ニーズ等が発表されたところでございます。

以上でございます。

ワーク・ライフ・バランス実践支援事業についてご説明いたしま後藤雇用労働政策課長

す。

まず、男性育児休業取得者の状況、感想でございますけれども、育児休業取得者からは、

育児は思った以上に大変で、妻に心から感謝したとか、子供の成長を自分の目で見ること
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ができてすばらしい体験だった、育児休業取得後は、仕事を効率化をして子供と過ごす時

間をふやすようにしているといった感想をうかがっているところでございます。

また、モデル企業の経営者からは、業務体制の見直しや人材育成によりまして、育児や

介護と仕事が両立できる職場づくりを目指していきたいといったお話もうかがっていると

ころでございます。

それから、次に、しごと子育てサポート企業の認証企業の数と取り組み状況でございま

すけれども、この企業認証制度でございますが、法的義務のない従業員１００人以下の企

業にも、一般事業主行動計画を策定していただいて、自主的な取り組みを始めるきっかけ

とするための事業でございます。平成１８年度の事業開始から、ことしの９月末日までの

認証企業数は、実数で９３４社となっております。認証企業には、自主的な取り組みを期

待しているところでございますけれども、取り組み状況につきましては、企業訪問等の機

会を利用いたしまして、男性の育児休業取得等の行動計画の実施状況でありますとか、ワ

ーク・ライフ・バランスを推進する上での課題等をお聞きし、把握に努めているところで

ございます。さらに、課題解決のためのアドバイザー派遣事業や働き方改革推進リーダー

養成講座等のワーク・ライフ・バランスを推進するために県が用意しております施策の情

報を定期的に提供して、継続した取り組みの支援を行っているところでございます。

以上でございます。

まず、大分大学医学部附属臨床医工学センターの関係ですけれども、さまざま守永委員

な医療現場、臨床現場でのニーズというのが機械の工夫、そういったもので改善されてい

くというのは非常に興味もありますし、そういったものがまたビジネスチャンスに結びつ

くかというふうにも思うんですが、そういった医療現場のニーズの例が５０件挙がってい

るというふうなことだったんですけれども、具体的に、どういう県内企業がその開発、改

善に取り組むとか、そういうのに結びついているものがこの中であるのかどうかというこ

とが、もしわかれば教えていただきたいと思います。

それと、先ほど実数として９３４社とおっしゃったんですかね。この延べ９００社とい

う言い方をすると、もっと９００社より少なかったかなというふうに思ったんですが、そ

の辺の数字はこの９００社というのとの差異はどういうところか、詳細に、その辺の整理

をしていただきたいと思いますけれども、お願いします。

ニーズ探索交流会で出たニーズが、その後どうなったかというよ稲垣産業集積推進室長

うなご質問かと思いますが、今回５０件のニーズが出たんですが、通常、ニーズが出た後

は個別にそこのニーズ探索会に出た中小企業さんと大学の先生との間でいろいろ協議をす

る中で、機器開発に向けて協議が進められていくというような流れになっております。

今回につきましては、まだ現在、具体的な案件はございません。しかし、過去、大分大

学の医学部さんがやったニーズ探索会では、例えば、ベッドで寝たままで頭を洗いやすい

用具はないかというようなニーズに対して、県内企業は、そういったベッドで寝たままで

頭が洗えるような用具の開発に取り組んだりといったような事例がございます。

以上です。

数のお話ですけども、私も予算特別委員会の議事録を確認いたし後藤雇用労働政策課長

ますと、延べ約９００社というふうにはお答えしておりますが、そこはちょっとその答弁

が間違いでございまして、実数で９月末現在で９３４社ということになっているところで
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す。

以上で通告の委員の質問が終わりました。御手洗委員長

事前通告をされていない委員で質疑はございませんか。

事業別説明書の１５５ページ、フラッグショップ活用推進事業費についての説麻生委員

明が記載されております。このフラッグショップに関しましては、かねてから議場でも議

論がなされているわけでありますが、レストラン事業に関して座席数と営業日数等々と内

容から考えますと、費用対効果についていろんな議論があることは、もうご承知のとおり

であります。その内容については、ここではいろいろ申し上げませんけれども、今年度、

このレストラン事業でこれを世に出したと、大分県の特産品でこれを世に出したと、成功

事例、自慢できるものがあれば、これを自慢してほしいなと。

一方、なぜそんなことを聞くかと言いますと、主要な施策の成果に関して、９８ページ

に食品産業の成長促進事業、これの総合評価はＣであるということで、流通大手との取引

レベルにある品質衛生管理、オープンラボの利用率の向上とか、あるいは商談マッチング

とか展示会等々についての報告もなされているわけでありますけれども、驚くべきことに

ここのマッチング事業は、数値目標をこれから導入するというようなこともありまして、

そういった関連も含めてちょっと疑問に思っているものですから、まずは、このフラッグ

ショップで、今年度これを世に出したという成功事例、あるいは伸ばしたというものがあ

れば、大いに自慢をしていただきたいと思います。

それから、この広報、情報発信事業についてでありますが、これに関しましては、レス

トラン事業は坐来がやっているというのは理解しているんですが、大分ブランドクリエイ

ト株式会社でこの情報発信事業はやっていると思うんです。ここでの広報、情報発信事業、

ＳＮＳ上のフェイスブックとかツイッターのアカウント名は、どうした形で発信している

のか、まず、この点について伺います。

坐来大分でのレストラン事業の中で県産品を世に出した森山商業・サービス業振興課長

という自慢できるものというご質問でしたけれども、レストラン事業ですので、やはり食

材、あとそれに使う調味料、そういったものが１つ挙げられると思います。その中でも特

に、これは農林水産部の１次産品でございますけれども、関アジ、関サバは当然でござい

ますけれども、それ以外にも、ハモのコースをつくって、これが非常に好評を得ていると

か、あるいは、それに豊後牛を調理する際の塩こうじ、これは調味料として好評を博して

いるということです。

それ以外にも幾つかありますけれども、先ほど食品産業のほうの関係でございましたけ

れども、レストラン事業ですので、事業者がそのままつくった食品の加工品、こういった

ものは、そのままレストランで提供するということはほぼありませんので、そこの部分は、

物産の販売というところでの坐来大分というよりは、坐来大分以外の県産品の販路開拓の

部分でのこれからの課題になってくるのかと思っております。

それから、先ほどブランドクリエイトの情報発信のＳＮＳのアカウント等ですけれども、

ここに手持ちの資料がございませんので、調べてまた後ほどご説明いたします。

こういった状況で、まあ非常に納得できないんですよね。これは県民の目線か麻生委員

ら見ても、我々、一生懸命勉強をしても疑問は深まるばかりであります。この思いは県民

皆同じではないかなと、このように思います。要は、フェイスブック、ツイッター、これ
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のアカウント名、坐来でやっているんですよ、坐来で。大分のことを、いろんな物販にし

ても、商品リストにしても、その素材とか、雇用創出につながるようなものを坐来で、レ

ストラン事業ですよ、これ。何でそこで発信するんですか。アカウント名坐来で、しかも、

坐来のレストランの従業員が、一従業員なのか、誰がやっているかわからないようなアカ

ウント名の情報発信の仕方、これ十分にチェックなされているのかなと、これは本当によ

く調べていただきたいと思います。

これ情報発信事業ということは、イベント案内とか、その回数をその中で何回やってい

て、それに参加者はどれくらい成果が出ているのか。あるいは物販にしても、どのような

形で成果につながって、将来的に産業界、雇用までつながるか、こういった視点が必ず重

要になってこようかと思うんですが、全くそういう視点が抜け落ちているのではないかな

と。

しかも、この大分ブランドクリエイト株式会社、ＪＲ九州さんに出資をしていただいて

いるわけですよね。大分県の出資比率は５２．６％ということでありますが、このＪＲ九

州１０．５％の出資ですけれども、フードサービスで、うまやとかいろんなレストラン事

業もやっているわけですよね。関東だけでも１１軒、そして上海、この１５５ページの次

のページにも上海事務所とあるんですけどね。アンテナショップとしては連携を図るとい

う意味で非常に使えるんじゃないかなと。そういった連携、ＪＲ九州のフードサービスの

居酒屋うまやの展開等、どのようにやってこられているのか。

あるいはＪＲ九州のホテル、これのブロッサムのホテルが、東京も含めて九州管内、各

一等地に全部あるわけですが、そこに当然レストランもあるんですよね。ホテルだけでも

１０カ所あります。当然そこにレストラン事業もやっていると。そういった部分にうまく、

我々、九州管内とか東京でも、そういったレストランに行って、大分のものないんですよ。

鹿児島とか熊本とか、あんなところのものばっかりレストランで使われていますよ。大分

が実に少ない、これ実態ですよ。そういった部分について、出資者に対してどのようなお

願いをしていらっしゃるんでしょうか。

ＪＲ九州さんに対して協力依頼ということですけれども、森山商業・サービス業振興課長

設立の際の実際のレストランのコンセプトであるとか、そういった立ち上げの部分での協

力は依頼しておりました。今、委員からご指摘のありましたＪＲ九州のうまやさんのグル

ープ、あるいはホテルグループ、そういったところとの連携というのは今までもちょっと

対応していなかったということはあります。ですから、それにつきましてはこれから早速

ＪＲ九州さんのほうにも働きかけをして、ご協力をいただくような取り組みをしていきた

いと考えます。

県出資法人に関しましては、とにかく目的、成果を出すといったことが前提条麻生委員

件でありますし、当然、行革等々についても県を挙げてやっている中で、初期段階の目的

を達成したならば、あるいは早期に目的を達成し、出資比率は下げていくといった動きに

なっていますけれども、部長、このフラッグショップ、大分ブランドクリエイトに関して

の出資比率について、今後下げていくと、そして手放していくぐらい育てていくというこ

とが重要だと思うんですが、その辺についてはどうお考えでしょうか。

委員ご指摘のとおり、まず一般論として申し上げれば県出資法人、こ神﨑商工労働部長

れ目的を達成して、純粋に民間でできるような事業になっていくのであれば県の出資比率
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を下げていくということはあると思っております。

他方で、今、大分ブランドクリエイト、私も取締役をさせていただいておりますけれど

も、今後とも引き続き大分の魅力発信というところでまだまだ課題がございます。こうい

った課題に、まずはしっかり取り組んでいきたいと思いますし、先ほど委員のほうからご

指摘いただきました、ＪＲ九州グループとの、まさに大株主ですので、連携を深めていく

ということも、まずは現在の状況、現体制でしっかり取り組んでいきたいとこのように考

えておりますけど、将来的にはご指摘のようなことも、目標達成の暁には課題として出て

くるんだろうなというふうには認識しております。

ほかに委員の質問ありませんか。御手洗委員長

情報政策課の事業で、主要な施策の成果で説明していただいたもので、１１７桑原委員

ページと１１８ページ、１１９ページに関連して質問をさせていただきますが、これＩＴ

技術とデータの利活用で県内の企業を生産性を上げていく。さらには、そういった産業を

県でつくり上げていくという、目的は本当に大切だと思います。というのは、大分県は大

きな商圏からの距離とか交通の利便性とかで、なかなかものづくりのメーカーは誘致しに

くいですけれども、このＩＴ技術になると、あんまりそういうところ関係ありませんので、

これ本当に力を入れなきゃいけないと思っています。

ただ、これやっていることは、県内情報産業の振興を図るという大きな目標があります

けれども、やっていることは非常に小手先だと感じられます。今や人工知能がビッグデー

タを解析する時代において、エクセルの解析の初歩的な研修とか、必要じゃないとは言い

ませんけれども、どちらというとこれ民間でもやっていることですし、さらに、今、ビッ

グデータの解析の研修、そしてそれの活用、そういったものも民間で今やられていると。

行政がこれを真剣にやるべきところではなくてほかにあると思うんですけれども、１つ、

まず大きな点でお聞きしたいのが、長計を見ても、この分野について余りぱっとした印象

がないんですけれども、大分県として、このＩＴ技術、そしてこのデータの利活用を進め

ていって、情報産業の振興を図るという上で、長期的な構想をお聞かせ願えませんでしょ

うか、お願いします。

ＩＴを活用した県内企業の生産性向上等のご質問だと思いますけれど工藤工業振興課長

も、委員おっしゃるように、今、ＡＩだとかビッグデータ、ＩｏＴというようなことがち

またに盛んに言われておりまして、我々としても新年度以降、そういった事業に積極的に

取り組まないといけないとは思っておりますけれども、今、県内企業の現状を申し上げま

すと、データ利活用、エクセルでというふうにおっしゃいましたけれども、自分のところ

の自社データ、ＰＯＳデータでありますとかいろんなデータを持っているんだけれども、

それを何か経営にうまく活用できていないというような現状がございましたものですから、

今までは、例えば自社のホームページを作成するといったような初歩的なことから、だん

だんレベルは上げてきているんですけれども、現在のところ自社データの有効な利活用に

取り組んでいただくのが現実的ではないかというふうに２年前ぐらいに判断いたしまして、

このＩＣＴデータ利活用というような事業を立ち上げたところでございます。

だんだん１００社以上の企業が参加いただきまして、グループ研修を通して、そういっ

たデータはこういうことに使えるんだというようなこともわかっていただくようになった

ので、これを活用して、また次年度以降、自社データの利活用についてはまた有効な、や
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る気のある企業さんにトライしていただこうと思っています。もちろん、ＩｏＴに関する

先進的な技術は、それはそれなりの取り組みとして次年度以降に取り組んでまいりたいと

いうふうに考えております。

これから隆盛してくる産業にしては、今のご答弁なら大分県の認識は情熱をあ桑原委員

んまり感じられないと思っております。やる方向性が僕は逆だと思うんですね。こうやっ

て民間でもやれるようなそんな研修とかそういうことをやるんではなくて、行政がやるべ

きことというのは、例えば県がＩＣＴデータの利活用を進めていくべき、そういうものを

推進するためにすべきことは、そういった研修とかではなくて、県と県関連の機関が保有

するビッグデータを、プライバシーの侵害がないように匿名化した上で民間に利用可能な

形で公開すること。これをやると──例えば大分県はこれを率先してやる。そうすれば、

県内の中小のＩＴベンダーが小売業のためにいろいろ解析ツールをつくるとか、そういう

ことをやり始めたら、大手のベンダーも黙っていないですよ。大分県に行って、何か新し

いモデルをつくろうと、そういう流れができれば、大分県がこのＩＴ、そしてＩｏＴ、こ

ういったもので主導権を握れると僕は思うんですけれども、こういう構想を持って取り組

んでいただきたいと思うんですが、いかがですか。

県が持っているデータを個人情報等を加工してビッグデータとしてオ工藤工業振興課長

ープンデータ化して公開するというような取り組みだと思うんですけれども、それは確か

におっしゃるとおりで、数年前からほかの都道府県でもデータカタログサイトをつくって、

国はかなり前からやっておりますけど、そういったオープンデータの取り組みをなされて

いるところは確かに承知しております。それで、私どももおくればせながら、今回そうい

ったＩｏＴとかＡＩの取り組みについてはデータが命ですから、県の保有データも、今後、

関係課をまとめまして、庁内でどんなデータが公開できるか、あるいは、どんなデータが

あるかというものを研究してまいるというふうには考えております。

以上です。

早急にというか、本気で取り組んでいただきたいと。このほかも僕いろいろ提桑原委員

案をさせていただいていますけれども、なかなかやっていただけない中で、数年たつとや

っぱりほかの自治体がやり始めた、大分県がおくれとったということになると本当にもっ

たいないので、部長、この件についてご見解をお願いします。

まさに委員ご指摘のとおりだと思っておりまして、おくればせながら神﨑商工労働部長

というふうに思われるかもしれませんけれども、来年度へ向け、日本全体、あるいは世界

全体の第４次産業革命の流れに乗るべく、このＩｏＴ、あと委員ご指摘のビッグデータ等

々への取り組みを全力を挙げて進めてまいりたいと思います。

また、先ほどご指摘のありました人材育成、研修のところも、実際、私もいろんな県内

に立地いただいているＩＴ企業から話を聞くと、やはりＩＴ人材の育成というのが１番の

課題だというふうに聞いております。そのＩＴ人材というのは、先ほど申し上げたような

エクセルとかいうよりは、むしろもう少し、よりレベルの高い人材というところもありま

すので、こういった研修のところも、改めるべきものは改めて、しっかりと取り組んでい

きたいと。とにかく、日本の中でＩＴ先進県となるべく全力で取り組んでいきたいと、こ

のように考えております。

ほかに委員の質問ありませんか。御手洗委員長
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主要な施策の成果の中で１１２ページ、地域消費喚起プレミアム商品券支援事玉田委員

業についてお伺いいたします。

まず、この成果指標なんですけれども、平成２７年度目標値が９９．８６％という設定

になっていますけれども、私、普通に考えるとこれ１００％というのが目標じゃないかな

というふうに思うんですけれども、１００％を割って目標設定している理由についてまず

１点お伺いしたいと思います。

それから、これは今後の課題のところにありますように、あくまでも商品券については

カンフル剤みたいなもので、その後のその地域の消費を上げていくという大きな目標があ

るというふうに思いますけれども、今後の事業方針の中で、景気底割れの回避を確認でき

たことで初期の目的は達成できたと判断ということで、この目的がどこにあるのかという

ことです。１つは商品券というところの起爆剤だけが目的だったのか、それとも私考える

には、この後のところのほうが重要だなと、消費喚起とか、これ後に地元の商工会がもっ

と工夫して、そして売り上げを上げていくとか、それが地域の活性化につながるとかそう

いうふうに思うんですけれども、そういう意味で、ここの事業方針の中でこう書かれてい

ますけれども、具体的にもう少しかみ砕いてお教えいただきたいと思います。

ご質問で大きく２つと理解しております。１つは目標指標の部分武藤商工労働企画課長

でございますけれども、県のほうでは、このプレミアム商品券、２７年度は全県で実施し

ておりますけれども、県の予算としては２５年から３カ年計画でこのプレミアム商品券の

支援を、一部市町村から始まりまして支援をしております。もちろん、ここの換金率１０

０％というのが最終目標ではありますけれども、２５年、２６年の実績等からして、どう

してもやっぱり１００％いかないという部分もございましたので、この数字にしていると

ころです。

それと、もう１つの消費喚起の意味合いでございますけれども、委員おっしゃるように、

景気が非常によくないという状況のときに、そこを消費喚起するためにこのプレミアム商

品券をしっかり発行しておりますが、各市町村、そして商工会、商工会議所におきまして

は、このプレミアム商品券が発行されたときだけ消費喚起がされるということは、これは

施策としてあんまり好ましくないという認識をみんなにまず持っていただきました。そう

いう中で、例えば、商工会が特徴のある商品、または、これを機会に商品をしっかり各個

店がＰＲするような取り組み、例えば津久見とか、つくみイルカ島もひっかけての、地域

としての特徴ある商店街、個店をつくるというようなことも、一緒に個店と商工団体が相

談をして実施しているところでございます。

以上でございます。

趣旨はわかりました。では、その上で前のページになりますけど、１１１ペー玉田委員

ジの小規模事業支援事業。当然今、課長がおっしゃった部分が下敷きとなってこの事業が

行われていると、それも１つだということで理解してよろしいでしょうか。

例えばプレミアム商品券につきましては、２７年までは県が支援武藤商工労働企画課長

しておりましたけれども、今年度、県下５つの市町村でプレミアム商品券単独の事業で取

り組まれているところもございます。

また、大分市の中央町のように、単独の商店街で取り組まれているところもありますの

で、これまでの経験を生かしてそれぞれの地域で取り組んでいるところです。県内の商工
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会、商工会議所につきましても、実施主体がそういう団体でございましたので、これをし

っかりした経験として個別の指導、個別の相談、経営改善に結びつけていくように、今現

在活動をしているところでございます。

私から１件、中小企業設備導入資金の件についてお伺いをいたします。吉冨委員

冒頭、先ほど神﨑部長は、２６年度の決算においての指摘事項において、２７年度にお

いては１，０３１万円を回収したということになりました。議会の意見を尊重して、また

この１千万円以上のお金を回収したということは、この担当の職員の皆さん方のご努力と

いうものに対しては、心から敬意を表するものでありますが、この中で見ていきますと、

平成２３年度以前のこの未済額というのは、平成２６年度には９億５１３万５千円ほどあ

りました。２７年度に１，０３１万円の回収ができたわけですけれども、この中で２３年

度以前の分の回収が４９３万円と、約５００万円回収されております。

そこでお伺いいたしますけれども、この中小企業の設備導入資金、平成２３年度以前の

回収ができそうな見込みの件数、それと、どうしてもできないんじゃないかなという件数

がわかっているのかどうか、そこを１点お伺いいたします。

設備導入資金の平成２３年度以前の回収についての見込みとい佐藤経営創造・金融課長

うことでございました。今現在、２７年度末で７件の収入未済先がございます。そこで合

わせて、今資料にありますとおり１０億円の未済額があります。２７年度に、そのうち１

千万円を担保についての競売の実行等を行って、まずそういったのを含めて１千万円を確

保したところであります。それで、例えば平成１５年当時には、今７件と言った分が４６

件ありまして、トータルでその時点で１６億７千万円ほどの収入未済を抱えておりました。

今現在が１０億２千万円ということで、約６億円ほどその間に債権回収について強制執行

なりを行うとか、担保もない、本人もお亡くなりになっているとか、資金のないところに

ついては一部、議会のほうのご承認をいただきまして、不納欠損ということで決算損失で

落としておりまして、現在、あと７件で１０億円ほど残っております。なかなかトータル

としてやはり事業主が亡くなったりとか担保がないとか、連帯保証人についても高齢化し

ていくという中で、難しいところはあるんですけれども、２７年度に１千万円確保したみ

たいに、本年度以降も少しずつになるかもしれませんけれども、回収について努力をして

いきたいと思っております。

以上でございます。

２７年度の回収の分に関しては、平成２５年度の分が５３０万円ほどと、それ吉冨委員

と、２３年以前の分が４９３万円ということなんですね。私が言いたいのは、本当にこの

２３年度以前のものでも、取れるものが──取れるものがあれば努力していくということ

は必要なんですけれども、今、課長がおっしゃったように、どんなことをしても取れない

ようなものに関しては、いつまでもこれをここに計上していていいのかということを言い

たいわけなんです。

先ほど佐藤課長がおっしゃったように、平成２７年の第３回定例議会の説明書、この中

にも債権放棄の議決に基づく不納欠損処分を議会のほうに提案するというのが載っており

ます。これは２７年ですよ。２８年も、中の数字は変わっていますけれども、載っている

言葉は一言一句変わっておりません、全く変わっていないわけですね。ですから、やっぱ

りそういうところから見ると、本当に２３年度以前の部分に関しても、やる気があるのか
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と言ったら悪いんですけれども、そういうものを本当に腹を据えて取ろうと──取ろうと

いう言い方は失礼なんですけど、そういう腹を据えて債権を回収しようという気があるの

かというのがよく見えないんです。

それであれば、やはり不納欠損のほうに、議会の説明書の中にも挙げているわけですか

ら、どうしても取れないという部分に関してわかっているのであれば、これを早急にやは

り挙げるべきではないかというふうに思っておりますので、この部分に関しては要望でご

ざいますけれども、これで終わりたいと思います。よろしくお願いします。

決算特別委員会調査報告書に対する措置状況報告書の１４ページの分、ここの久原委員

ところを見ていただきたいと思うんですが、私が商工労働企業委員会の委員にも入ってい

るので、もう言うめえかと思ったんですけど、こういうふうな形で載っているとちょっと

やっぱり言わな悪いと思ったんですけど、いわゆるこういうブラック企業というのは県内

に多々あると。そういうところだけなら、これはどうしようもないと思うんですけど、い

わゆる商工会、商工会議所に経営指導員というのがおりますね。あの経営指導員は、経営

を指導するとか、あるいは貸借対照表だとか損益計算書を整理するためにおるだけじゃな

いと思うんですよ。やっぱりそこの会社の経営を指導するためにどうするかということで、

今、労働組合がしゃんとしてりゃ、こげなところはどんどん労働組合が入っていってでき

るんですけど、この前も議論としてなったんですけど、１０％近くの労働組合しかもうで

きていないような状況が今の実態なんです。

したがって、やっぱり商工会、商工会議所がしっかりこういうところをチェックして、

労働時間が多いその要因は何なのか、あるいは労働時間を短縮するためにどんな努力をし

よるのかとかいうようなことも、こういう人にお願いして、そしてやっぱり指導していか

んと、単に経営指導だけじゃだめだと思うんですね。そういうところについての考え方と

いうのを教えてください。

委員のおっしゃること、十分理解いたします。委員が今おっしゃ武藤商工労働企画課長

るように、例えばワーク・ライフ・バランス、こういう労働時間、そういうものの労働法

規を基本においておりますので、やはり労働法規につきましても、この経営指導員を中心

にしっかり勉強しなければいけないと思っております。

県におきましても、年間いろんな機会を通じまして、また地域ごと、または全体を集め

ての経営指導員に対する研修会等を行っておりますので、今後はそういう分野も含めて、

しっかり経営指導員が現場で指導できるようにつくり上げていきたいと考えております。

よろしいですか。（「はい、よろしく」と言う者あり。）御手洗委員長

ほかご質疑ありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

ないようでございますので、これより委員外議員から事前通告が１名出さ御手洗委員長

れておりますので、事前通告のあった委員外議員の質疑を行います。

主要な施策の１０４ページの企業立地促進事業。この問題久しぶりに聞く堤委員外議員

んですけれども、これは平成８年の大分県企業立地基盤整備補助金を初め、各補助金をこ

れまで１６４億円投入をしております。中でも、キヤノンには７６億３千万円、この間の

雇用状況、正規と非正規と、今の話にも関係してきますけれども、そういう雇用状況が本

当に改善をされてきたのかどうかということと、県経済というか、税収等にどのような影
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響を与えているのかについて１点をまず聞く。

２つ目には、同じ１０５ページの流通拠点整備推進事業。これが、なかなか売却が進ま

ない事業なんですね。この文書を見ると１千社余りの企業訪問をしておりますけれども、

当該土地について、どのように企業は話の中で感じているのか、それを少し聞きたいです

ね。当初完売予定年数よりもかなりおくれているんですけれども、ニーズはなかなかない

んではないかなというふうに思うんですね。その上で、新たに先ほどの玖珠工業団地等を

造成しようというふうにしております。今のような状況の中で、ここも塩漬け土地、大分

県内にいっぱいあるわけですよ、さまざまな土地がね。新たにまた造成をしてから同じよ

うな状況をつくってしまう危惧もあるわけですね。そういうものについてどのように考え

ているのか、お尋ねをします。

まず最初のほうでございます。補助金を投入してきて、これが雇河野企業立地推進課長

用の状況と県経済、税収等にどのように影響しているかということでございますけれども、

まずは雇用の状況についてでございます。

当課におきまして、平成２４年度から毎年５月１日現在で企業概要調査というものを実

施しておりまして、進出企業における従業員数に占める正社員の割合、これは、調査開始

以来８６％台と横ばいで推移をしております。地場企業も含めた全体では８５％前後で推

移しておりまして、進出企業のほうが若干高めということになります。県経済や税収等に

ついてでございますけれども、進出企業はその多くを占める製造品出荷額、これを見ます

と、平成１６年度から２６年度までの１０年間で、約１兆２千億円増加しておりまして、

これは伸び率が全国第１位ということになります。また、進出企業に係る平成２７年度の

県税収入につきましては約４１億７千万円でございまして、これは１５年度が約２２億円

でございますので、約１．９倍、２３年度は３１億円でございましたので、約１．３倍と

いうことで増加傾向になってございます。

それから、もう１点、大分流通業務団地のほうでございます。

大分流通業務団地は、高速道路網の整備などによる物流の増加とか広域化を見込んで整

備を行いまして、当初は平成１６年度末の事業完了を予定しておりました。しかしながら、

景気の長期低迷による不動産市況の低迷や設備投資の減退等から、平成１５年度末に事業

計画を平成４０年度末までに延長をいたしました。以後、経済情勢や企業ニーズの変化に

応じまして、補助制度の創設、拡充や建設規制の緩和に係る都市計画の変更などを行いま

して、その結果、現在、おおむね計画に沿った分譲が行えているところでございます。

また、近年は内陸部の団地に対する関心が高まってきております。このため、流通業務

団地に対する引き合いもふえております。２６、２７年度の誘致件数につきましては各４

件でございまして、今年度も既に２件が進出を表明したところでございます。今後も、計

画より少しでも早く分譲できるように努力をしてまいります。

企業誘致についてね、雇用の問題というのは、いつも議会で課題になるの堤委員外議員

は、常用雇用の中でやっぱり期限の定めのないそういう正規雇用、これが幾ら、何人ふえ

るかという全体の雇用とすればそういうふうなことですね。企業が来るんですから、それ

は当然その分としてはふえるのが当たり前ですよ、その分だけですよ。県の全体的には雇

用というのは減っているんだけれども、進出企業の中でそれでふえている。しかし、その

内容なんですよ。そこまで今、県としてつかんでいないのがやっぱり実態なんです。つま
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り、進出企業に対してこの正規雇用がどれぐらいあって、パートがどうで、非正規がどう

で、非正規の中で請負がどうで、派遣がどうでというようなところまでつかまないと、そ

ういう方々も当然大分県民なわけですから、そういう方々も含めて県税を納めるわけです

よ。だから、そういう点では、その部分を本当につかんでいくのかどうか、進出企業に対

して。それについて再度聞きますね。

それと、工業団地については、流通業務団地については延期をされたということで、玖

珠工業団地について、内陸の工業団地は何件か引き合いがあるというふうにお話があった

けれども、今新たにつくるニーズというのは実際あるのかどうかというのを再度お伺いを

いたします。

まず１点目でございます。今後、雇用について、内容についてま河野企業立地推進課長

で含めて企業に要請していくかどうかということなんですが、企業の経営の部分でござい

まして踏み込んでいくのはなかなか難しいというふうに思います。ただ、進出企業に対し

ましては、少しでも正規雇用に持っていくようにお願いをし続けているところでございま

す。今後も、そうした努力は続けていきたいというふうに思っております。

それから２点目、玖珠工業団地でございます。

玖珠工業団地につきましては、県内でも数少ない大規模な用地が確保できる工業団地で

ございまして、玖珠町には、自動車関連産業が集積する北部九州や事務機器産業などが進

出している日田市に隣接しているという地理的優位性がございます。さらに、先ほどもお

話し申し上げましたが、リスク分散のために臨海部よりも内陸部に興味を示す企業がふえ

ております。当課では、このような玖珠工業団地の優位性を生かしました企業誘致に、玖

珠町と連携をして取り組んでおりまして、今年度は既に複数の企業を現地にご案内をした

ところでございます。今後とも、玖珠町と一丸となった企業誘致に積極的に取り組んでま

いります。

雇用問題についてはね、経営の問題というよりか、やはり大分県内の働き堤委員外議員

方の問題というふうに考えないと、雇用を雇用労政の関係で考えていかないと、企業寄り

では、やっぱりそこで働く人たちの状況というのはわかりませんから、これはぜひ、県と

しても企業に正規雇用をお願いしますじゃなくて、中身を確認することによって正規雇用

をいかに拡大していくかというところに、ぜひ力を入れていただきたいというふうに思い

ます。

それと、玖珠工業団地、複数お話があったというお話だったんだけれども、そういう方

々は、どういう感想を持たれたか。

まず、引き合いがある中で、そこにご案内するということは、か河野企業立地推進課長

なり関心を示しているということでございまして、今ご案内をした企業につきましては、

引き続き今交渉をしているところですけれども、やはり地理的優位性も含めて、高い関心

を持っていただいているのではないかなというふうに思っております。

ほかに委員外議員で質疑はございませんか。御手洗委員長

事業別説明書の１３７ページ。中段にあります中小企業設備導入資金特衛藤委員外議員

別会計についてお伺いします。

こちらの不用額を見ると、予算現額５億４，６００万円に対して、不用額が３億５，２

００万円で約６４％と、非常に高くなっております。
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次の１４２ページ、１４３ページの内訳を見てみると、この不用額が予備費として３億

５，２００万円計上されて、これが丸々不用というふうになっております。私の手元には、

昨年度の資料しかないんですけど、昨年を見てみますと、昨年も６億４，５００万円の予

算に対して不用額が３億５，２００万円、５４％。ことしはさらに悪く──ことしよりは

ましなんですけれども、中を見ると、昨年、予備費は２，５００万円しか積んでいないん

ですよね。それに対して、昨年の不用額を見ると小規模設備資金として３億２，７００万

円積んで、これが丸ごと不用になっているということが見てとれます。率直に申し上げま

して、この不用額が非常に多過ぎるんじゃないかという疑問を持ちます。過去、予備費を

積んで、直近で予備費を使用したのはいつになるんでしょうか。幾らぐらい、あとは金額

の規模を教えてください。

３億５千万円ほどの予備費での不用ということなんですけれど佐藤経営創造・金融課長

も、この部分が、基本的に予備費での繰り越しをしている分というのが、もともと制度上

の中では、翌年度以降の事務費として使う分を予備費として繰り越しをしておりました。

それ以外の分は、基本的には事業繰越ということで、事業に充てるお金として繰り越して

おりましたので、不用額は出ておりません。ただ、今回の分につきましては、先ほど議員

おっしゃりましたとおり、小規模事業の分、この分が２７年３月をもって法が廃止になり

まして、制度的になくなりました。その分についてのお金を３億三千幾らほど、国と県の

一般会計のほうに返すということの処理の中で、２７年度については予備費として繰り越

しをして、２８年度の予算をもって国と一般会計のほうにお金を返すという処理をしてお

ります。今回の８月時点でその処理をしておりますので、実際に今申し上げました事務費

として予備費を繰り越していく分というのが１，７００万円ほどあります。この分を翌年

度以降の徴収に伴う事務費の分として使うということで、予算を今２００万円ほど上げて

おりますけれども、２７年度の決算の中では、そのうち６０万円ほどを事業実施として、

お金として使っております。この３億５千万円は、ほぼ国と県の一般会計のほうにお金を

返す分ということの処理を今回はさせていただいている分であります。

いいですか。ほかございませんか。御手洗委員長

〔「なし」と言う者あり〕

ないようでございますので、それでは本日の質疑を踏まえ、ほかに何か質御手洗委員長

疑ございませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

ないようでございますので、これで質疑を終わります。御手洗委員長

それでは、これをもって商工労働部関係の審査を終わります。

執行部の皆様はご苦労でございました。

これより内部協議に入りますので、委員の方はお残りください。

〔商工労働部、委員外議員退室〕

これより、決算審査報告について内部協議に入ります。御手洗委員長

先ほどの商工労働部の審査における質疑等を踏まえ、指摘事項や来年度予算へ反映させ

るべき意見・要望事項等の取りまとめについて協議いたします。
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ご意見、ご要望がありましたらお願いします。

〔「なし」と言う者あり〕

ないようでございますので、審査報告書案の取りまとめについては、本日御手洗委員長

の審査における質疑を踏まえ、委員長にご一任いただきたいと思いますが、よろしいでし

ょうか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

それでは、そのようにいたします。御手洗委員長

以上で、商工労働部関係の審査報告書の検討を終わります。

以上で、本日の審査日程は終わりましたが、この際、ほかに何かございませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

それでは、ないようでございますので、次回の委員会は、あす、６日の午御手洗委員長

前１０時から開きます。

以上をもって、本日の委員会を終わります。

ご苦労さまでした。


